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序 文

日本国政府は、パプアニューギニア国政府の要請に基づき、「ラム系統電力開発マスタープラン及び

レイ地域配電網整備計画策定プロジェクト」を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構がこ

の詳細計画策定調査を実施することと致しました。

当機構は、協力要請の背景・内容を確認し、関連する基礎情報を収集するとともに、パプアニュー

ギニア国政府の意向を確認するため、平成 25 年 11 月 16 日から 12 月 14 日まで 29 日間に渡り調査団

を現地に派遣しました。現地調査の結果を踏まえ、パプアニューギニア国政府との意見交換の末、パ

プアニューギニア電力公社（PPL）及び同国石油エネルギー省（DPE）をカウンターパートとする本

格協力に関する協議議事録（Minutes of Meeting: M/M）に署名しました。

本報告書は、今回の調査結果を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成 26 年 2 月

独立行政法人国際協力機構

パプアニューギニア事務所長 杉山 茂
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パプアニューギニア国全体図

プロジェクト位置図（ラム系統）

レイ 

マダン
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現地調査写真

PPL 本部にあるSCADA ルーム POM の全体系統図

PPL レイ事務所外観 YTOD 水力発電所全景

Ramu-1 水力発電所 Ramu-1 の制御室

Milford 発電所入口と各種配電線路 Milford 発電所の所内電力量計
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Milford 3.3MW (1~6 号機) DEG Taraka変電所内のコンテナ式DEG

Taraka 仮設燃料貯蔵設備 Taraka 66kV系統の監視制御盤

Erap 開閉所のコントロールルーム レイ市郊外の配電線路

Madang 発電所 同左CAT 製DEG
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事業事前評価表（開発計画調査型技術協力）

作成日：平成 26 年 1 月 23 日

担当部署：パプアニューギニア事務所

１．案件名 

（和名）ラム系統電力開発マスタープラン及びレイ地域配電網整備計画策定プロジェクト

（英名）The Project for Formulation of Ramu System Power Development Master Plan and Lae Area Distribution 
Network Improvement Plan 
２．協力概要

（１）事業の目的

 ラム系統を対象とする2016年から2030年にかけての電力開発マスタープラン及びレイ地域を対象と

する配電網整備計画を策定することにより、将来の電力供給安定化に貢献する。

（２）調査期間   
 2014 年 6 月～2016 年 6 月を予定（計 25 ヶ月）

（３）総調査費用

 3.96 億円 

（４）協力相手先機関

パプアニューギニア電力公社（PPL: PNG Power Limited）
石油エネルギー省（DPE: Department of Petroleum and Energy）

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等）1

対象分野：電力セクター

対象規模：（１）成果 1 関連

ラム系統対象州

人口約 3.4 百万人（モロベ州、マダン州、東ハイランド州、西ハイランド州、チンブー州、

南ハイランド州、エンガ州の総人口）

（２）成果 2 関連

レイ地域（レイ市及びナザブ、エラップ、タラカ等）

人口約 12 万人

３．協力の必要性・位置付け

（１）現状及び問題点 

 パプアニューギニア国は、2012 年のオニール政権発足以降、政情が安定し、経済面でも 2007 年以降、

好調な農業、鉱業部門に牽引され、実質GDP 成長率は 6～9%と東南アジア諸国と比べても高い成長率

を維持している。これに伴い国内の電力需要は今後も増大することが見込まれており、パプアニューギ

ニア電力公社（PNG Power Limited、以下「PPL」）が発表した電力開発計画 15 か年計画（2012-2026）
の試算によると、PPL の販売電力量及び最大電力需要は 2012 年の 869GWh、210MW から、2026 年に

は 1,142GWh、347MW へと増加する見込みである。これに対し、PPL は設計上 278MW の発電設備容

量を有しているが、設備の老朽化、メンテナンスの不備により、実際の供給力は国内需要を下回る

200MW 程度と推定されており、国内では慢性的な電力不足が生じている。

 特に、 レイ、マダン、マウントハーゲン等、当国ハイランド地域からモマセ地域にかけての地方都

市に電力を供給するラム系統全体としては、前述のPPL 電力開発計画 15 か年計画によると、2012 年か

ら 2026 年にかけての電力需要が 74.3MW から 104.8MW に増加すると予想されており、そのうち国内

第二の人口を擁し最大の商業都市であるレイ市の電力需要については、37.9MW から 66.8MW に増加す

                                                  
1 1出典：2011年PNG人口統計
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る見通しである。

 しかしながら、現在、ラム系統の電力供給能力は不安定であり、2010 年には系統全体で発電所に起

因した予期しない停電が 1,932 件、送電線に起因した予期しない停電が 1,706 件発生したことが確認さ

れている。ラム系統の最大需要地であるレイ市ではディーゼル発電設備も設置されているが老朽化によ

り故障が頻発しており、全域停電が月間平均 83.5 時間発生し、配電網やその他の要因による局地的な

停電も頻発している。

 このような状況に対し、発電については、十分とは言えないものの、PPL が自己資金で水力発電施設

等の整備・改修を進めている。送電については、頻発する地絡事故や小さい電線容量等の問題により緊

急な対応が必要だったことから、JICA が 2011 年に「送配電網拡張・修復事業準備調査」（F/S 相当）を

実施し、ラム系統における中長期的な電力需要予測と電力開発計画のレビューを行い、必要となる送電

系統の拡充計画を策定し、その結果に基づき、今後は有償資金協力案件「ラム系統送電網強化事業」（2013
年 8 月 L/A 署名）が開始され、レイ地域に接続する送電区間とその付帯施設の改修・強化が実施され

る予定である。一方、長期的には、近年、レイ地域では将来の大口電力需要家となりうる鉱山開発が進

んでいることや商業地域の規模拡大が予定されていることから、これらの電力需要想定も勘案したラム

系統における発電・送電を含む包括的な電力開発マスタープランの策定が求められる。

 上記に加えて、レイ地域における小規模な発電設備を含む配電系統については、引き続き供給信頼度

の向上に向けた問題点の特定と改善策の検討に取り組むことが重要であり、今後の対応策としては、電

源に関して主要地域内に設置されたディーゼル発電機の老朽化への対応、今後の電力需要増加に対応す

るための新規電源開発等が想定される。中でも、配電網の改善は PPL が緊急性・必要性の観点から最

重要事項の１つとしており、地絡・短絡事故の防止、保護機器の適正化・配電線等設備容量の拡大、不

法接続の防止等について対策を講じる必要があり、有償資金協力案件「ラム系統送電網強化事業」によ

り安定化された送電網を通じ、効率的及び高い信頼性で電力をエンドユーザーまで供給することが期待

されている。かかる状況下、レイ地域においても配電システムマスタープランの策定が求められている。

 以上から、本事業では、ラム系統電力開発マスタープラン及びレイ地域配電整備計画を策定すること

により、総合的な電力供給システムを再構築し、対象地域の電力事情の安定化に長期的に貢献すること

を目的とする。

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ

 パプアニューギニア政府は 2030 年までに地方電化率 70%を達成し（開発戦略計画 2010-2030）、2050
年までに 100%を達成（ビジョン 2050）することを目標としている。2011 年 2 月には、電力産業政策

（Electricity Industry Policy）が国会で承認され、その後、同政策の下、官民の電力案件の調整機関とし

て、石油・エネルギー省、国家計画・モニタリング省、財務省、独立公益事業公社（IPBC）、パプアニ

ューギニア商工会議所等から構成される、電力管理委員会（Electricity Management Committee）が発足

した。パプアニューギニア国内では電力事情の改善に向けた取り組みが加速しつつあり、こうした中で

今回マスタープランを策定することは、時宜を得ていると考えられる。

（３）他国機関の関連事業との整合性

 パプアニューギニアの電力セクターにおける主要ドナーは、世界銀行及びアジア開発銀行、そして

JICA である。2010 年以降、世界銀行及びアジア開発銀行はポートモレスビー系統への支援を増やして

いるのに対し、JICA はもう一つの主要電力系統であり、国内最大の商業都市であるレイ市に電力を供

給しているラム系統の安定化・改善に向けた事業に取り組んでおり、ドナー間においては系統別に役割

分担されている状況である。世界銀行及びアジア開発銀行による主要な電力案件は以下のとおり。

【世界銀行】 開始年

1) PNG Energy Sector Development Project (Loan)2  2013 年

                                                  
2融資額は730万米ドルで、（１）持続可能な電力開発と地方電化のための国家電力展開計画（National Electricity Roll Out 
Plan）への政策支援（２）ポートモレスビー系統の水力開発のための投資促進が主なコンポーネント。
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2) Teacher’s Solar Lightening Project (Loan) 3 2005 年

3) The Yonki Hydroelectric Project(Loan)4 1986 年

【アジア開発銀行】

4) Port Moresby Power Grid Development Project (Loan) 2013 年

5) Implementation of the Electricity Industry Policy (TA) 2012 年

6) Improve Energy Access for Rural Communities (Grant) 2012 年

7) Port Moresby Power Grid Development Project (TA) 2011 年

8) Town Electrification Investment Program – Tranche 1 (Loan) 2010 年

9) Power Sector Development Plan (Grant) 2007 年

（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ

 我が国の対パプアニューギニア国別援助方針（平成 24 年 4 月）では、経済成長基盤の強化を重点分

野として定めており、この重点分野の中で実施しているプログラム（経済インフラ整備・維持管理プロ

グラム）に本事業は位置づけられる。本事業の実施を通じ、パプアニューギニア国内の電力事情の改善

に寄与することで、当国に対する民間投資を拡大し、経済活動を活性化させ、雇用を拡大し、ひいては

経済成長を通じた貧困削減の実現に貢献することが期待される。本事業のみならず、これまで我が国は

パプアニューギニアの電力セクターに対し、有償資金協力による協力を行ってきた。我が国が実施中、

または過去に実施した主要な電力案件は以下のとおり。なお、本事業で策定されるマスタープラン及び

配電網整備計画は、今後事業が始まるラム系統送電網強化事業との整合性に十分留意した内容とする。

【有償資金協力】 L/A 締結年

「ラム系統送電網強化事業」（83.4 億円） 2013 年

「ヨンキ水力発電事業」（95.7 億円） 1987 年

「ロウナNo.4 水力発電事業」（51.2 億円） 1983 年

「ワランゴイ水力発電事業」（32.6 億円） 1979 年

４．協力の枠組み

（１）アウトプット（成果）

 成果 1： ラム系統を対象とする電力開発マスタープラン（電源開発計画及び送変電拡充計画、

     対象年：2016～2030 年）が策定される。

 成果 2：レイ地域（レイ市内、ナザブ、エラップ、タラカ周辺）の配電網整備計画（対象年

     ：2016～2030 年）が策定される。

（２）調査項目 

本事業の期間は 25 ヶ月を予定しており活動内容は以下のとおり。

【成果 1 関連】

（基礎情報収集分析）

 当国政府の開発戦略計画（DSP）の進捗状況および経済動向に関する情報収集・分析、

 当国の人口増加率の動向ならびに予測、地方電化政策の実施状況に関する情報収集・分析

 ラム系統における既設発送配電設備に関する設備仕様、運用状況（供給能力、リハビリ・廃止計

画）、運転経費等の情報収集・分析

 系統運用方法（周波数・電圧・力率の調整方法、通信方法）および保護リレーに関する情報収集・

分析

                                                  
3融資額は294万米ドル。国内5州（ミリンベイ、ニューアイルランド、東セピック、西ハイランド、ウェスタン）の教

員2,500名の世帯に対し、太陽光電源を提供。

4融資額は2,850万米ドル。ヨンキ水力発電所の建設、ラム1発電所の建設等。



パプアニューギニア国レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査報告書 

viii 

 ラム系統における現在進行中や建設中の新規発送電設備の場所、設備仕様、コスト、開発形態 (政

府, IPP5, PPP6等) の情報収集・分析

 エネルギー政策ならびに需給計画に関する情報収集・分析

 電力・エネルギーセクターへの他ドナーの支援状況に係る情報収集・分析

（エネルギー・電力需給予測）

 経済指標、人口増加率、地方電化率に基づく 2030 年までのマクロエネルギー電力需要予測

 一次エネルギー開発計画および供給コストの評価

 モマセ経済回廊計画 、マダン市新商業区域整備計画、レイ地域工業団地計画及び鉱山開発計画等

に基づく、積み上げ方式による 2030 年までの電力需要予測

 日負荷曲線の変化の想定（2030 年まで）

（各種電源の開発候補地点の検討）

 水力、地熱、ガス火力、バイオマス等の新規電源について供給能力、単機容量、建設費、燃料供

給計画、燃料単価等について情報収集・分析

（最適電源計画）

 一次エネルギー開発計画および各種電源の発電コストに基づく開発シナリオの検討、および 2030

年断面における最適電源構成（ベストミックス）の検討

 ポートモレスビー系統との系統連系の可能性について、経済性の観点から比較検討

 2030 年断面の最適電源構成の達成を目指し、各開発地点の開発工程、財源等を考慮した各年度の

電源投入計画の検討・提案

（系統計画）

 需要予測、最適電源開発計画に基づく、ラム系統の基幹送変電網の系統解析

 上記に基づく、2015 年から 5 年ごとの送変電網拡充計画の検討

 系統運用方法および保護リレーに関する課題の整理、ならびに系統運用方法の改善計画の検討・

提案

（環境社会配慮調査）

 戦略的環境影響評価（SEA）の実施に必要な開発候補地点の基本情報の収集と分析

 複数の代替戦略・計画案について環境社会配慮の側面からの比較検討

（長期限界費用及び長期投資計画）

 発電所、送変電設備の運転保守の組織体制の現状を確認し、最適な組織体制に関する情報収集分

析、検討・提案（必要に応じ組織改編、人材育成計画についても提案）

 上記電力開発計画に基づく長期限界費用の算出、ならびに長期投資計画の策定

【成果 2 関連】 

（基礎情報収集分析）

 レイ地域の既設の送変電および配電線網の設備仕様、運用状況、運転経費等に関する情報収集・

分析

 レイ地域の電力損失、配電線網の事故原因に関する情報収集・分析

 レイ地域における現在進行中や建設中の新規送変配電設備の場所、設備仕様、コスト等の情報収

                                                  
5 IPP: Independent Power Producer（独立発電業者）
6 PPP: Public Private Partnership（官民パートナーシップ）
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集・分析

 レイ地域における発送変配電設備の運転保守に関する情報収集・分析

（送変電および配電線網の課題整理と対応策検討）

 電力損失、配電線網事故の原因調査ならびに対応策の立案

 高周波の原因調査と影響の実態調査ならびに対応策の立案

 基幹系統における系統度解析による課題の整理

（配電網構造設計）

 供給信頼性の確保、電力損失の低減、ならびに運用維持管理の容易性の確保の観点から、レイ地

域で最適と考えられる配電網の構造を検討

（配電網整備計画立案）

 レイ地域内の配電網の改修・増強・更新の優先地区を緊急性と重要性の観点から選定

 整備事業計画の立案、および設備設計の実施

 配電自動化、地中化、スマートグリット等の最新技術の導入の要否、時期の検討

 実施体制、実施工程の作成、および立案された配電網整備計画に沿った事業費用の積算

 配電網整備事業の経済財務分析、および実施可能性の評価

（初期環境評価）

 上記配電網整備計画について初期環境評価を当国の環境法ならびにJICA環境ガイドラインに従っ

て実施

（配電網整備計画パイロットプロジェクトの実施）

 パイロットプロジェクト地区の選定、および作業計画の立案

 変電所の電圧・力率管理等に関する助言、ならびに各フィーダ負荷を考慮したフィーダの優先順

位の考え方の指導

 各種保護継電器等の目的及び基本動作に関する指導

 予防保全及び予知保全に係る考え方の指導

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

（ａ）コンサルタント（分野／人数）

 人数：15 名

 合計：110M/M（現地：77M/M、国内：33M/M）

 分野：総括／電源開発計画、電力需要想定、一次エネルギー需要、系統計画、系統解析、系

統運用、配変電計画、配変電設備、配変電運転保守／業務調整A、保護リレー、環境社会配慮、水力発

電計画、火力発電計画、経済財務分析、業務調整B

（ｂ）その他 機材・研修員受入れ

 【機材】

     三相電力測定器等 

  【研修員】

    5 名程度の本邦研修（1 か月程度）を想定7

                                                  
7 参加研修員はPPL と石油・エネルギー省（DPE）からそれぞれ2から3名ずつを想定。電力会社の設備（特に給電指

令所など系統運用関係）を見学し、電力設備の維持管理能力を向上させることを目的とする。
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５．協力終了後に達成が期待される目標

（１）提案計画の活用目標

ラム系統電力開発マスタープランが電力管理委員会で承認され、外部公開される。また、配電網整備計

画に沿って、PPL が予算を確保し事業が実施される。

（２）活用による達成目標

ラム系統における持続可能な電力開発が実施され、電力需要の増加に対応し、電力供給の安定化が図ら

れる。また、配電網整備計画対象地域では効率的及び高い信頼性で電力が使用される。

６．外部要因

（１）協力相手国内の事情

リスク

 本事業のカウンターパート職員の退職・異動が発生する。

 カウンターパート機関の負担事項（必要な職員の配置、施設・機材の提供、警察との協力を含

む安全対策、職員の出張旅費等予算充当）に遅延が生じる。

 ラム系統電力開発マスタープランが以下の理由等により電力管理委員会で承認されない。

 政策変更による電力政策に対する PNG 政府内重要度の低下

 急激な経済変動に伴う電力需要の大幅な変化

 電力管理委員会の機能不全

※同委員会は 2012 年に設立されたが、2014 年 1 月現在、実施体制が整っていない。かかる状

況下、世界銀行とアジア開発銀行が同委員会を支援しており、同委員会は 2014 年後半から正

式に機能することが期待されるが、新設の同委員会が想定される機能を果たせるかは今後の経

緯を注視する必要がある。また、本事業が完了した時点で、同委員会が想定どおりに機能して

いたとしても、同委員会が扱う審議事項は多岐にわたることから（国家電化展開計画の策定、

電化プロジェクトの確認や競争入札システムの実施、PPP の審査等）、同委員会のキャパシテ

ィ次第では、個別の審議に多大な時間がかかり、本事業により策定されたマスタープランの承

認に遅延が生じる可能性がある。

（２）関連プロジェクトの遅れ 

 特になし。

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注） 

（１）環境社会配慮・貧困削減・社会開発への配慮

1) 社会環境配慮

① カテゴリ分類：B
② カテゴリ分類の根拠

本事業は「国際協力機構社会環境配慮ガイドライン（2010 年 4 月公布）」上、セクター特性、

事業特性及び地域特性に鑑みて環境へ望ましくない影響が重大でないと判断されるため。

③ 環境許認可：本調査で確認

④ 汚染対策：同上

⑤ 自然環境面：同上

⑥ 社会環境面：同上

⑦ その他・モニタリング：同上。なお、マスタープラン策定においては戦略的環境アセスメ

ント（SEA）を行う。レイ市の配電網開発計画策定においては、初期環境調査（IEE）を行

う。

2) ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減

特になし。

3) その他

特になし。
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８．過去の類似案件からの教訓の活用（注） 

 2002 年から 2004 年にかけて実施された「フィリピン国電力構造改革のためのエネルギー省キャパシ

ティビルディング開発調査」においては、カウンターパート機関である同国エネルギー省の要員不足に

より、業務が一部のスタッフに集中し、当該スタッフの異動、退職、長期休暇の場合、サポートできる

人材がいない、また、当該スタッフが新しい技術・知識を習得する余裕がないという問題点が指摘され

ている8。かかる点からの教訓として、カウンターパート機関内部の自立発展性を考慮した能力向上が

必要であるとともに、中長期的には要員不足の解決が望まれる点が挙げられている。

 本事業においても、カウンターパート機関の PPL は要員不足に直面しており、フィリピンの事例に

類似する問題を抱えていると推定される。従って、本プロジェクト実施の際にも、カウンターパート職

員に対し可能な範囲で技術移転を行うとともに、電力施設の運転保守にかかる組織体制について検討

し、提案することとする（必要に応じ、組織改編、人材育成計画についても提案する）。

９．今後の評価計画

（１）事後評価に用いる指標

 （ａ）活用の進捗度

 ラム系統電力開発マスタープランが電力管理委員会で承認され、外部公開される。

 配電網計画に沿って、各年度、適切にＰＰＬから政府に予算要求され承認される。

 随時情勢変化等を反映し必要な計画見直しが適切に行われる。

 （ｂ）活用による達成目標の指標

 策定された計画に基づき、資金計画などの具体化。

 適切な設備予備電力が確保。

 整備された配電網のカバーエリア（地区数など）

（２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期

 調査終了 3 年後 事後評価

 必要に応じてフォローアップ

（注）調査にあたっての配慮事項

                                                  
8 出典：フィリピン国電力構造改革のためのエネルギー省キャパシティビルディング調査フォローアップ調査（2004年） 
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EIA Environmental Impact Assessment 環境影響評価

EIP Electricity Industry Policy 電力産業政策

EMC Electricity Management Committee 電力管理委員会

EMS Energy Management System 自動給電システム

ENCC Emergency National Control Center 非常時用中央給電指令所

EOJ Embassy of Japan 日本大使館

FFC Flat Frequency Control 定周波数制御

FOH Forced Outage Hour 事故停止時間

FR Final Report ファイナルレポート

FS Feasibility Study 実現可能性調査

GDP Gross Domestic Product 国内総生産

GEA Geothermal Energy Association 地熱エネルギー協会

GNI Gross National Income 国民総所得

GT Gas Turbine ガスタービン

GW Ground Wire アース線
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HFO Heavy Fuel Oil 重油

HPP Hydro Power Plant 水力発電所

ICCC Independent Consumer and Competition 
Commission 

独立消費者競争委員会

IEA International Energy Agency 国際エネルギー機関

IEE Initial Environmental Examination 初期環境評価

ILG Incorporated Land Group 土地所有者グループ

IMF International Monetary Fund 国際通貨基金

IPBC Independent Public Business Corporation 独立公益事業公社

IPP Independent Power Producer 独立発電業者

IUCN International Union for Conservation of 
Nature 

国際自然保護ユニオン

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構

L/A Loan Agreement 借款契約

LDC Load Dispatching Center 給電指令所

LOLE Loss of Load Expectation 電力不足発生時間

LOLP Loss Of Load Probability 電力不足確率

MOH Maintenance Outage Hour 計画停止時間

M/M Minutes of Meetings 協議議事録

MP Master Plan マスタープラン

OJT On the Job Training オージェーティー（実業務による訓

練・研修）

O&M Operation and Maintenance 運転保守

OPGW Optical fiber Ground Wire 光ファイバー複合架空地線

PDP Power Development Planning 電源開発計画

PLC Power Line Carrier 電力線搬送

PNG Papua New Guinea パプアニューギニア

POM Port Moresby ポートモレスビー

PPA Power Purchase Agreement  電力受給契約

PPL PNG Power Limited パプアニューギニア電力公社

PPP Public Private Partnership 官民パートナーシップ

PSS Power System Stabilizer 電力系統安定化装置

PSS/E Power System Simulation for Engineering 
(Software name) 

電力系統解析ツール（ソフトウェア

の名前）

RCC Regional Control Center 地方給電所

R/D Record of Discussions 協議議事録

RE Renewable Energy 再生可能エネルギー

RTU Remote Terminal Unit 遠方監視制御用端末装置

SAIDI System Average Interruption Duration Index 系統平均停電時間指数

SCADA Supervisory Control And Data Acquisition 遠方監視制御データ収集

S/S Substation 変電所

ST Steam Turbine 蒸気タービン

SVC Static Var Compensator 静止型無効電力補償装置

SVG Static Var Generator 静止型無効電力発生装置

S/W Scope of Work 業務範囲

TOR Terms Of Reference プロジェクト実施要項

WB The World Bank 世界銀行
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1. 調査概要 

1.1 調査の背景 

 パプアニューギニア国（以下、PNG 国）は、2012 年のオニール政権発足以降政情が安定、

経済面でも 2007 年以降、好調な農業、鉱業部門に牽引され、実質 GDP 成長率は 6～9%と東

南アジア諸国と比べても高い成長率を維持している。これに伴い国内の電力需要は今後増大

することが見込まれており、パプアニューギニア電力公社（PNG Power Limited、以下「PPL」）

が発表した電力開発計画 15 か年計画（2012-2026）の試算によると、同社の販売電力量及び

最大電力需要は 2012 年の 869GWh、210MW から、2026 年には 1,142GWh、347MW へと増加

する見込みである。これに対し、PPL は設計上 278MW の発電設備容量を有しているが、設

備の老朽化、メンテナンスの不備により、実際の供給力は国内需要を下回る 200MW 程度と

推定されており、国内では慢性的な電力不足が生じている。

 特に、 レイ、マダン、マウントハーゲン等、当国ハイランド地域からモマセ地域にかけて

の地方都市に電力を供給するラム系統全体としては、2012 年から 2026 年にかけての電力需

要が 74.3MW から 104.8MW に増加すると予想されており、そのうち国内第二の人口を擁し最

大の商業都市であるレイ市の電力需要については、37.9MW から 66.8MW に倍増する見通し

である。

 現在、ラム系統の電力供給能力は不安定であり、発電所および送変電網の故障等に起因し

た供給力不足による停電が頻発しており、2012 年および 2013 年（9 月まで）の系統平均停電

時間指数9（System Average Interruption Duration Index：SAIDI）の月間平均はそれぞれ 18.2 時

間、13.5 時間となっている。ラム系統の最大需要地であるレイ市ではディーゼル発電設備も

設置されているが老朽化により故障が頻発しており、全域停電が 2012 年および 2013 年（9
月まで）月間平均でそれぞれ 88.3 時間、36.6 時間発生している。配電網やその他の要因が原

因の局地的な停電も頻発している。

 このような状況に対し、発電は、PPL が自己資金で水力発電施設等の整備・改修を進めて

いる。送電は、我が国が 2011 年に「送配電網拡張・修復事業準備調査」（FS 相当）を実施

し、ラム系統における中長期的な電力需要予測と電力開発計画のレビューを行い、必要とな

る送電系統の拡充計画を策定した。さらに上記の準備調査の結果に基づき、今後は有償資金

協力案件「ラム系統送電網強化事業」（2013 年 8 月 L/A 署名）が開始され、レイ市周辺地域

に接続する送電区間とその付帯施設の改修・強化が実施される予定である。

 しかしながら、レイ市及びその周辺地域における小規模な発電設備を含む配電系統につい

ては、引き続き供給信頼度の向上に向けた問題点の特定と改善策の検討、ならびに将来の需

要増に向けた拡充計画の策定が求められる状況にある。想定される改善策として、電源に関

して主要地域内に設置されたディーゼル発電機の老朽化への対応、今後の電力増加に対応す

るための新規電源開発等がある。さらには、配電網の改善も急務であり、地絡事故の防止、

配電線容量の拡大、不法接続の防止等についても対策を講じる必要がある。

                                                  
9 SAIDI：供給信頼度を示す指標として電力会社で一般的に使われており、以下の計算式で求められる。

 SAIDI＝（系統全体の需要家の停電時間の合計）／（需要家の総数）



パプアニューギニア国レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査報告書 

2

こうした背景から、パプアニューギニア国政府より我が国に対し、レイ市及びその周辺地

域における配電を中心とした電力供給システムを再構築するためのマスタープランの策定

について 、開発計画調査型技術協力の要請があった。本調査は、当該プロジェクトの詳細計

画を先方と協議し、基本的合意に至ることを目的として実施する。

1.2 調査目的 

本プロジェクトに関わる基礎情報を収集・分析し、有償資金協力「ラム系統送電網強化事

業」により整備される地域、特に  レイ市及びその周辺地域を中心に現地調査し、プロジェク

トの基本計画を取りまとめ、パプアニューギニア国関係機関と協議し、内容について合意す

る。 

1.3 調査団員構成 

役職  氏名  所属 

総括  杉山茂  JICA パプアニューギニア事務所長 

電力開発計画・

組織制度 
伊東雅幸  株式会社 IIEP 

配電計画  瀬戸寛仁  個人コンサルタント 

協力企画１  伊藤教之  JICA パプアニューギニア事務所員

協力企画２  中川直光  JICA パプアニューギニア企画調査員
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1.4 調査(実績)行程 

総括（JICA) 協力企画（JICA)

杉山　茂 伊藤／中川 伊東　雅幸 宿泊地 瀬戸　寛仁 宿泊地

1 2013/11/16 Sat Flying Overnight

2 2013/11/17 Sun Port Moresby

3 2013/11/18 Mon Port Moresby

4 2013/11/19 Tue Port Moresby

5 2013/11/20 Wed Port Moresby

6 2013/11/21 Thu Port Moresby

7 2013/11/22 Fri Port Moresby

8 2013/11/23 Sat Port Moresby

9 2013/11/24 Sun Lae

10 2013/11/25 Mon Lae

11 2013/11/26 Tue Lae

12 2013/11/27 Wed Lae

13 2013/11/28 Thu Madang ・Selection of Monitoring
points Lae

14 2013/11/29 Fri Madamg
・Setting of Instruments and
data Collection to Distribution
and Generation

Lae

15 2013/11/30 Sat Port Moresby ・Site Survey on Baiune-1 & 2 Lae

16 2013/12/1 Sun Port Moresby ・Arranging Collected Data Lae

17 2013/12/2 Mon Port Moresby ・Site Survey on Nadzab and Erap Lae

18 2013/12/3 Tue Port Moresby ・Data Collection at Milford Lae

19 2013/12/4 Wed Port Moresby
・Re-setting of Measuring
Instrument and Data Collection Lae

20 2013/12/5 Thu Port Moresby ・Data Collection of
Distribution

Lae

21 2013/12/6 Fri Port Moresby ・Hearing of Protection Lae

22 2013/12/7 Sat   Leave Lae for POM PX103 Port Moresby

23 2013/12/8 Sun Port Moresby

24 2013/12/9 Mon Port Moresby

25 2013/12/10 Tue Port Moresby

26 2013/12/11 Wed Port Moresby

27 2013/12/12 Thu Port Moresby

28 2013/12/13 Fri Port Moresby

29 2013/12/14 Sat

・Arranging Collected Data and Information
・Meeting with ADB

日付

活動内容

電力開発計画／組織制度 配電計画

Leave Tokyo for Port Moresby

・Site survey on Boroko Substation
・Arranging collected data and preparation of interview record

　Leave Port Moresby for Lae　PX104

・Site Survey on Yonki Toe of Dam (TOD) HPP
・Site Survey on Ramu 1 HPP and Ramu Control Center
・Site Survey on Erap Substation

・Meeting with PPL Lae Branch Office
・Meeting with Lae Chamber of Commerce
・Meeting with Taiheiyo Cement

・Site Survey on Milford Power Station
・Meeting with Lae Police Office　（Lae Metropolitan Commander and Morobe Provincial Commander)
・Site Survey on Taraka Substation

PX055 (21:05 16NOV - 04:55 17NOV)

・Meeting with JICA Office
・Courtesy call to Embassy of Japan
・Meeting with DNPM
・Meeting with PPL
・Meeting with DPEnt
・Meeting  with DPEne
・Meeting with IPBC
・Meeting with ICCC
・Meeting  with PPL
・Meeting with DEC
・Meeting with PPL

・Arranging Collected Data
　Leave Lae for Madang　CG1604
・Meeting with PPL Madan Office
・Site Survey on Madang Power Station and Meiro Substation
・Site Survey on New Township at Vidar

・Workshop for National Electrification Roll Out Program by DPE and WB

・Internal Meeting of the survey team

・Preparation of RD Draft and MM Draft

　Leave Madang for Port Moresby　PX295
・Arranging Collected Data
・Arranging Collected Data
・Meeting with JICA Office
・Pre-coordination Meeting for Workshop held by WB
・Workshop for Grid Code and Third Party Access Code by DPE and WB

・Meeting with PPL to collect information and data

・Preparation of Records of Discussion (RD) Draft and Minutes of Meetings (MM) Draft

・Discussion with (DNPM, DPEne, PPL) on RD Draft and MM Draft

・Signing on MM

・Report to JICA Office

　Leave Port Moresby for Tokyo (PX0054(14:00-19:55 14 DEC)

・Discussion with PPL on RD Draft and MM Draft
・Television meeting with JICA HQ
・Revising RD and MM
・Discussion with DPEne on RD Draft and MM Draft
・Revising RD and MM
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1.5 対処方針 

1)  プロジェクト成果の確認 

 要請書では、マスタープラン作成と組織能力の強化が求められているが、PPL の人員体制が脆

弱であることから、二つの協力を同時に十分なレベルで実施することは困難と予想される。この

ため、協力はマスタープラン作成に主体を置き、能力強化は期間内に対応可能な内容として計画

する。

2）プロジェクト期間 

 要請書では協力期間が 2 年間とされているが、本調査結果を踏まえ、プロジェクトの成果、活

動および先方政府の実施体制を考慮した上で適切なプロジェクト期間および活動、投入計画を検

討する。その際、パプアニューギニアでは、外部要因により予定通りに実行できない場合が多い

ため、ある程度余裕を持たせたスケジュールにてプロジェクトを計画する。

3）安全対策 

 パプアニューギニアにおいて活動を実施する上で、一般治安の悪さが大きな障害となっている。

特に、レイは最も危険な地域の 1 つである。本調査ではレイ市警察署にも聞き取りを行い、調査

中・プロジェクト実施中の協力、必要に応じて同行を申し入れることを依頼・確認する。また、

プロジェクト活動地域、パイロットプロジェクト地域を選定する際は現実的に日本人専門家が活

動できる地域を特定し、必要な安全対策（案、費用含む）を策定する。

4）プロジェクトの実施体制 

 本プロジェクトが開始される時期には、有償資金協力「ラム送電網強化事業」、ADB、WB 他

の事業も実施中であり、プロジェクトの実施体制については C/P をできるだけ特定するとともに、

当該 C/P の業務量・能力についてもできるだけ把握する。また、基本的なデータは首都ポートモ

レスビー（POM）に保管してあるため、POM 及びレイでのプロジェクト活動のデマケを明確に

する。

5）各種データについて（過去の調査の報告書については貸与済） 

 パプアニューギニアでは基本的なデータがあまり整備されておらず、人口についても 2011 年

にセンサスを実施したものの、その信憑性は低い。よって、基本データを含めた各種データにつ

いては必要に応じて、関連する機関の職位の高いオフィサーからのエンドースメントを入手する。

 また、過去の調査との重複を避けるように留意する。

6）他プロジェクトの進捗状況の把握 

 ADB、WB のほか、現在、ラム２水力発電所の FS（IPBC 実施）、鉱山開発（WAFI（民間））

プロジェクトが実施されており、その進捗を把握し、必要に応じてプロジェクトに反映させる。
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7）マダンにおける調査 

 マダン市もラム系統の一部であるため、レイ市との比較検討のために現地調査を行うが、マダ

ン－ラム間のアクセス状況・安全状況には懸念があるため、マダン市もプロジェクト活動の一部

に含める場合は、JICA パプアニューギニア事務所と十分に協議すること。

8）日本側リソースの検討

 本分野では、日本側のリソースが不足気味であるため、調査前・調査中は、日本側リソース確

保の観点からも十分に検討し、確保が困難と判断される場合には、その分野のコンポーネントを

排除することで、プロジェクトフレームを作成する。場合により、プロジェクト開始後に柔軟に

変更する余地を残すようなプロジェクトフレームを作成する。

9）将来計画

 本プロジェクト終了後、技術協力、無償資金協力または有償資金協力へと継続する可能性が少な

くないため（プログラムアプローチ）、調査中に将来計画の可能性が見られた場合には、JICA パプ

アニューギニア事務所と協議・検討する。
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2. パプアニューギニア国の概況 

2.1 社会経済の概況 

2.1.1 政治 

(1) 政治の歴史的背景10 

19 世紀の植民地主義の時代、1828 年 ニューギニア島を東西に分割し、1848 年に西半分をオラン

ダが併合、1884 年には東半分をオーエン・スタンレー山脈、ビスマルク山脈で南北に分け、ニュー

ブリテン島などを含んだ北半分をドイツ、南半分をイギリスが獲得した。その後南部は 1901 年にイ

ギリスから独立したオーストラリアに継承された。

1914 年からの第一次世界大戦にドイツが敗北すると、ドイツ領ニューギニアであった島の東北部

は、国際連盟によりオーストラリアの委任統治領となった。

1949 年、オーストラリアは南東部と北東部を一行政単位に統合して「パプアニューギニア」とし、

西部はオランダ領ニューギニア（英語版）（1949 年 - 1962 年）となった。

1961 年にオランダは島の西部を西パプア共和国として独立を認めたが、インドネシアが侵攻した

ため（パプア紛争、1963 年–現在）、国連による暫定統治を経て、インドネシアへ併合されてイリア

ンジャヤ州となった。

1964 年、自治政府初の選挙が行われ、54 名が当選、1968 年、自治政府 2 回目の選挙で、84 名が当

選。同年、禁酒法が廃止となった。1971 年 自治政府が、国旗、国歌、国章などを採択。1972 年、第

3 回自治政府選挙で 100 名が当選。この選挙で、マイケル・ソマレが連立政権を樹立した。

1975 年 9 月 16 日、独立の丘でオーストラリアの国旗が降ろされ、パプアニューギニア国旗が翻る

という儀式を経て、「パプアニューギニア独立国」として独立した。それまでの自治政府議会が国会

となり、初代首相マイケル・ソマレは紛争を行うことなく平和的に独立を成し遂げた独立の父として

「チーフ」と呼ばれ、首相を退いた現在でも多くの尊敬を集めており、通貨（50 キナ札）にもその

肖像画が描かれている。

1976 年、陸続きで国境が隣接するインドネシアが加盟している ASEAN 閣僚会議にオブザーバー

として初参加し、1981 年には特別オブザーバーの地位を得ている。

1986 年の ASEAN 閣僚会議で東南アジア諸国連合に正式に加盟を申請して以降、現在まで加盟を

希望しているが、パプアニューギニアが東南アジアではないことから ASEAN 諸国は正式加盟には否

定的である。

国家元首は、イギリスの国王（現在はエリザベス 2 世女王）である。象徴的地位であり、任命など

の権限は、議会や内閣の決定に従い行使される。その職務は、総督（現在はマイケル・オギオ総督）

が代行する。

行政府の長である首相は、議会総選挙後、第 1 党党首が総督により指名される。閣僚は、首相の推

薦に従い総督が任命する。

2007 年 6 月から 7 月にかけて総選挙が行われた結果、与党の国民同盟党（NA）が再び勝利し、ソ

マレ首相が再任され、新政権を発足させた。2011 年 8 月、4 月以降シンガポールで病気療養中であっ

                                                  
10 出典： ウィキペディア http://ja.wikipedia.org/wiki/ 
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たソマレ首相の不在中に、野党と一部の与党議員が同調して、人民国民会議党（PNC）のオニール氏

が首相に選出され、野党であった PNG 党のナマ党首が副首相に就任し、オニール内閣が発足した。

2011 年 12 月、最高裁判所がオニール首相選出プロセスを違憲と判断、ソマレ首相の復帰を指示。

ソマレ側、オニール側いずれもが正統な政府であることを主張しているが、実質的に政府として機能

しているのはオニール政権であり、議会、行政機関についてもオニール政権の下で機能している。

2012 年 7 月に総選挙が行われ、オニール首相が党首を務める人民国民会議党（PNC）が最大議席

を獲得。2012 年 8 月、オニール首相が議会の圧倒的多数の支持を得て首相に再選された。

(2) 政府 

議会は、一院制である。全 121 議席で、全国を 99 の小選挙区に分けられ、22 議席は州の代表とし

て、選挙によって選出される。州代表の議席を獲得した国会議員は、国務大臣にならない限り、自動

的に当該州の知事となる。任期は 5 年。

22 の州政府があり、20 の州と 1 つの自治区（Bougainville）と首都地区で構成されている。

また、地形的な特徴によって、①Southern 地域、②Momase 地域 (Morobe, Madang, East Sepik, West 
Sepik)、③Highlands 地域、④Islands 地域の４つの地域（Region）に分かれている。

1. Central 12. New Ireland 
2. Chimbu (Simbu) 13. Northern 
3. Eastern Highlands 14. Bougainville 
4. East New Britain 15. Southern Highlands 
5. East Sepik 16. Western Province 
6. Enga 17. Western Highlands 
7. Gulf 18. West New Britain 
8. Madang 19. West Sepik 
9. Manus 20. National Capital 
10. Milne Bay 21. Hela 
11. Morobe 22. Jiwaka 

図 2-1 州区分図

2.1.2 経済情勢11 

1975 年独立の当時は、産業は 4C（コプラ Copra、コーヒーCoffee、ココア Cocoa、銅 Copper）と

されていた。コーヒー栽培は、1990 年代に干ばつがあり、大きな被害を受けた。都市部の貨幣経済

と村落部の自給自足経済の二重構成で鉱業が輸出の中心をなしている。

2003 年以降はプラス成長を達成しており、特に 2007 年以降の GDP 成長率は 6%以上となっている

（図 2-2 参照）。IMF によると、2011 年の GDP は 127 億ドルであり、一人当たりの GDP はそれぞ

れ 1,900 ドルであり、世界平均のおよそ 20%の水準である。2011 年にアジア開発銀行が公表した資

                                                  
11 出典：ウィキペディア http://ja.wikipedia.org/wiki/ 

Source: Wikipedia Website
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料によると、1 日 2 ドル未満で暮らす貧困層は 334 万人と推定されており、国民の約半数を占めてい

る。インフレ率は 2007 年以前 3%以下と低かったが、2008 年以降は 6%を超える高い水準となってい

る（図 2-3 参照）。

経済活動の改善は鉱業産品・非鉱業産品の増産・価格上昇、順調な気候条件を反映して輸出部門に

より主導された。好調な輸出は、輸入の減少及び政府による財政引き締めとも相俟って為替相場を安

定させていたが、2011 年後半から 0.35Kina/USD から 0.45Kina/USD に急上昇した（図 2-4 参照）。ま

た、調査実施時点では対ドルで大きくキナ安場面に転じるなど、為替変動が常に大きい。

2014 年途中から LNG（液化天然ガス）の商業生産・輸出が開始する予定であり、これにより更な

る経済成長をけん引することが予想される。

図 2-2 GDP 成長率（1999-2013）

図 2-3 インフレ率

図 2-4 為替レート    

Source: Department of Treasury 

Source: Bank of PNG 

Source: Department of Treasury 
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2.1.3 鉱工業12 

2002 年時点の輸出額 15 億ドルのうち 7 割以上を鉱物資源取引が占めており、パプアニューギニア

経済にとって鉱業は重要な部門である。上位 3 品目は金 (35.9%)、原油 (21.0%)、銅 (14.7%) である。

化学工業、金属精錬はいずれも未発達であるため、全量が未精製の状態で輸出されている。

鉱業の主軸はまず金と銅から始まり、次いで 1992 年に輸出を開始した原油に移行してきた。生産

量、生産額が最も大きかった銅は、1988 年に勃発したブーゲンビル島の独立運動のため、最盛期の

1/3 の生産量にとどまっている。

原油（日量 42 千バレル）と天然ガス（日量 38 万 m3）を生産している。Highlands region の Southern 
Highlands 州、Western Highlands 州で生産・処理し、ポートモレスビーの液化・貯蔵施設まで送られ

てくる計画である。同時に天然ガスの採掘や処理、貯蔵施設も建設中である。 2008 年 5 月 22 日に

は、パプアニューギニア政府とエクソン・モービルを始めとする日本の新日本石油などの事業会社と

の間で液化天然ガス（LNG）工場の建設に向けての基本合意が取り交わされた。東京電力や大阪ガ

スが購入者となっている。これが実現すれば、年間生産量 630 万トンという大規模な LNG プラント

となる見込みである。今後の生産については 30 年間の見通しがついていると言われている。

金属鉱物資源では、珪長質な火成岩に伴って産出する銅（21 万トン、世界シェア 1.6%）、銀（75
トン）、金（65 トン、世界シェア 2.6%）が有力である。

2.1.4 社会情勢 

(1) 人口

2011 年に行われた国勢調査（センサス）によると、総人口は 727 万人であり、前回 2000 年の総

人口 519 万人から約 208 万人増加している。2000 年～2011 年間の平均年間増加率は 2.8%であり、

1990 年～2000 年間の平均年間増加率 3.1％より低下している。

人口分布は地域によりさまざまで、43%は内陸 Highlands 地域、25%が Momase 地域、18%が

Southern 地域、14%が Islands 地域である。また、州別に見ると Morobe 州が最も人口が多く、64.7
万人（9.2％）である。

(2) 民族

多様な民族で構成されており、メラネシア系、パプア系などがあり、また多数の少数民族が存在

する。それを反映して、言語も多岐にわたる。

(3) 宗教

国民の 95%以上がキリスト教徒で、宗派はローマン・カソリック、ルーテン教会、合同教会、

その他で構成されている。

(4) 治安

                                                  
12 出典：ウィキペディア http://ja.wikipedia.org/wiki/ 
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失業者や生活困窮者が多く、これらの困窮者や失業した若者グループ等による金品強奪を目的と

した犯罪が頻発している。特に都市部では地方から職を求めて上京した人々の多くが失業状態にあ

り、市郊外にあるセトルメント（不法居住区域）に居住しており、セトルメント居住者による犯罪

が多発している。犯罪の種類としては、スリ、ひったくり、車上荒らし、空き巣の軽犯罪から、武

装強盗、カージャック、部族抗争、レイプ等の凶悪犯罪まで多岐にわたっており、特に、クリスマ

スやイースター等の長期休暇前後に犯罪が増加する傾向がある。

強盗やカージャック等の凶悪犯罪は複数犯による犯行が多く、このような犯罪クループは「ラス

カル」と呼ばれている。ラスカルは多種多様であるが、一般的には定職のない若者を中心に同じ出

身部族でグループを形成し、街中や郊外の主要道路にたむろし、犯罪のチャンスを窺っているケー

スが多い。ラスカルの犯行の特徴としては銃や“ブッシュ・ナイフ（鉈）”等の武器を用いること

が多いが、恨みを買ったり、抵抗したりしない限り、それらの武器が使用されることは少なく、あ

くまでも金品強奪を目的とした犯行が主流である。

本調査の対象地域であるレイ市における治安状況は以下のとおりである。

a. 郊外の主要道路の状況

市内～ナザブ空港間（約 40km）の幹線道路はアスファルト舗装されているが、簡易舗装の

ためポットホールが数多く点在している。

b. 郊外の主要道路での犯罪

市内～ナザブ空港幹線道路は強盗やカージャックが頻発している。特に、レイ市中心部から

3km～10km 間のセトルメントが隣接している地域の夜間の通行は非常に危険である。

c. 市内の状況

夜間市内を歩いている外国人はいない。ゴルフ場でもラスカルの被害がある。犯罪多発地

域は、〝Main Market” 付近、＂Town Area” 銀行付近である。

d. 市内での犯罪

強盗、スリ、ひったくり、車上荒らし

e. 居住に関する状況

インターナショナルホテルの敷地内に長期滞在者向けサービスアパートがあり、セキュリ

ティは良く、日本企業で唯一工場を保有している太平洋セメントの日本人スタッフ 2 名が

長期滞在している。市内中心部にも外国人居住区があり、そのエリアは比較的安全といわ

れている。上記以外のホテルでは 2 件ほど安全確保が確認できたホテルがレイ市内にある。

f. 本プロジェクト実施段階での安全面について

犯罪の傾向と対策（夜間外出しない、危険個所には近づかない、必要に応じてエスコート

車両をＰＰＬに依頼等）を十分に行えば支障はないものと判断される。なお、レイ市内お

よび近郊では、JICA が支援するプロジェクトが複数実施中または実施予定であり、犯罪被

害の報告はない。

2.2 地理と気候 

2.2.1 国土・地理 

パプアニューギニアはオセアニア州に属し、ニューギニア島東半分とビスマルク諸島、ルイジアー
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ド諸島、アドミラルティ諸島、ダントロカストー諸島など 1 万近くの島で成り立っている島嶼国家で

ある。国土は南北 1,300 ㎞にわたり、赤道から南緯 12 度、インドネシアとの国境から東に 1,200km、

東経 160 度まで広がり、南にオーストラリア、南道にソロモン諸島で国境に接する。国土面積は

452,860km2 である。

ニューギニア島中央部は 3,000m から 4,500m 級のビスマーク山脈およびオーエン・スタンレー山脈

となっている。最高峰はウィルヘルム山（標高 4,509m）。赤道に近いが降雪がある。高山部分以外

は熱帯雨林に覆われており、セピク川とフライ川を囲んで湿地が広がる。島嶼部も含め、海岸にはサ

ンゴ礁が発達している。なお、ニューブリテン島などは火山島である。地質的にはいくつものプレー

トが衝突するエリアに位置するため、地震も頻発する。

2.2.2 気候 

パプアニューギニアの気候は、一部の山岳地帯と西南岸を除き、国土のほとんどが熱帯雨林気候に

属し、モンスーンの影響で年中高温多雨となっている。季節は雨季（12 月~4 月）と乾季（5 月～11
月）の 2 つに大別される。

平均気温は 1 年を通じて高く、海岸地域は 24～35℃、高原地帯は 14～28℃程度である。年間降雨

量は、地域により 1,200mm～9,000mm と大きく異なる。

主要都市の月間降水量は図 2-5 に示すとおりである。

図 2- 5 主要都市の月間平均降水量

また、プロジェクトサイトであるレイ市の月間平均気温と平均降水量は表 2‐1 のとおりであり、4
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月～10 月の降水量が他の月よりも多く、他の都市と比較して異なった傾向を示している。

表 2-1 レイ市の月間平均気温と平均降水量

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Year
気温

(℃)
27.6 27.7 27.4 26.9 26.4 25.6 25.0 25.0 25.5 26.1 26.9 27.0 26.4 

降水量

(mm)
275 236  317  396  389 420 507 535 437 408 320  340 4,581

出典：Worldclimate website
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2.3 国家開発計画およびエネルギーセクターの概要 

2.3.1 国家開発計画 

(1) ビジョン 2050 
2009 年 11 月に 2050 年までの国家目標が記載されている「vision 2050」が公表された。「全ての国

民に高品質な生活を」を Goal として、また「2030 年までに PGN が中間所得国となること」を目標

に掲げ、以下の 7 つの柱についてのビジョンが述べられている。

・ 人的資源の開発、ジェンダー・若者・人民の権利拡大

・ 富の創造

・ 組織開発とサービス配給

・ 安全と国際関係

・ 環境持続可能性と気候変動

・ 精神的、文化的、地域社会開発

・ 戦略的計画、統合と管理

特に、電力関係では 2050 年までに 100%の家庭を電化することを「組織開発とサービス配給」の

中で掲げている。

(2) 開発戦略計画

上記国家開発構想を踏まえて、パプアニューギニア国政府

は開発戦略計画 2010-2030 年（Development Strategic Plan 
2010-2030、DSP）を（2010 年 3 月、DNPM 立案）策定した。

図 2-6 に開発戦略の概念的枠組みを示す。

この中で、「すべての家庭が信頼できる、かつ手頃な価格

でエネルギーの供給を受けることができるとともに、将来の

電力需要を満たす十分な電力が発電され、配電されること」

を国家目標として掲げ、2030 年までに 70％以上の家庭及びす

べての事業所が信頼性の高い、手頃な価格でクリーンなエネ

ルギー源にアクセスできるようにするとしている。

また、図 2-7 に示すように DSP を実行することにより、今

後 20 年間で GDP を 4.5 倍（平均成長率 8.6%）に増やす計画

である。                         図 2-6 PNG DSP の概念的枠組み

Source：PNG DSP
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図 2-7 PNG DSP が GNI および GDP に及ぼす影響予想

 特に、その原動力として政府は以下の 10 の経済回廊計画を特定しており、中期開発計画

（MidiumTerm Development Plan : MTDP）において各経済回廊について交通輸送のための道路、港

湾設備、ならびに電力送電網・ガスパイプライン等のインフラの整備計画が策定され、各省、各州

および各セクター等の年間開発予算が決定することになる。

1) 石油資源地域経済回廊 (PRAEC) : Southern Highlands, parts of Enga, Gulf and Central provinces 
2) 国境回廊 : Western, South Highlands and Sandaun provinces 
3) 中央回廊 : Central, Milne Bay, Oro and Morobe 
4) Madang-Baiyer-Karamui-Gulf 回廊 : Madang, Simbu, Gulf and Western Highlands 
5) Morobe-Madang 回廊

6) Enga-Sepiks 回廊 : Enga and East & West Sepik Provinces 
7) South Coast 回廊 : East New Britain and West New Britain 
8) Momase 回廊 : Madang, East Sepik and West Sepik provinces 
9) Solomons 回廊 : Autonomous Region of Bougainville 
10) Free Zone 回廊 : Manus, New Ireland, East and West Sepik provinces 

2.3.2 エネルギー・電力政策 

(1) 国家エネルギー政策

国家エネルギー政策（National Energy Policy）は2006年5月に策定されたものが公式であるが、2013
年12月現在3つのエネルギー政策①National Energy Policy, ②Renewable Energy Policy, ③Rural 
Electrification Policy が石油エネルギー省（DPE）により見直し中である。いずれもドラフトは完成し

ており、関係機関からのコメント待ちであり、2014年には承認される見通しである。なお、後者の2
つ（RenewableとRural Electrification）はWBの技術支援を受けている。

上述国家エネルギー政策（2006年5月）に掲げているビジョンおよび目標は以下のとおりである。

ビジョン

・ 健全で強靭なエネルギーセクターによる生活改善と持続可能な国家開発

Source：PNG DSP 
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目 標

・ エネルギー資源の所有権を資源所有者に与えること、そして地域社会、産業、貿易、および

他の開発活動に対してエネルギー資源が入手しやすく、信頼でき、手頃な価格であり、効率

的で環境にやさしいことを確保する

なお、主なエネルギー資源賦存量としては、石油・ガスがそれぞれ230百万バレル、397BCMとな

っている（2005年時点）ほか、水力ポテンシャルが15GWと豊富であることが述べられている。

さらに、地熱エネルギー協会（Geothermal Energy Association: GEA）はパプアニューギニアの地熱

ポテンシャルを21.92TWhと見積もっており、年間設備利用率85%として計算すると設備出力では

294GW相当となる。

これらを受けて、クリーンでかつ価格が安定している再生可能エネルギー（水力、地熱、バイオマ

ス）による電源開発を中心に進めていくこととしている。

(2) 電力産業政策

開発戦略計画2010-2030年（DSP）この国家目標の実現に向け、石油エネルギー省（DPE）が電力

産業政策（Electricity Industry Policy (EIP)）を立案し、2011年11月に政府承認された。また、このEIP
の実施機関として電力管理委員会EMC（Electricity Management Committee)の設立ガイドラインが2011
年10月に承認され、2012年12月に設立された。委員長はDPE、委員はDNPM, DOTre, IPBC, 
POMCCI(Chamber Commerce Industry)）で構成され、事務局（Secretariat）はDPEに置かれた。なお、

全ての電力プロジェクト（本件MP策定プロジェクトの本体協力についても）はEMCにかけられるこ

とが義務付けられた（EMCの役割については後述）。

EIPは政府の以下の戦略的目標に取組むために設定された。

・ 電力サービスの提供におけるアクセスの改善 

・ 電力供給信頼度の改善 

・ 消費者にとって手頃な電力価格の確保 

現行の規制の枠組みは以下の事項から構成される。 

・ PPL の供給エリア(電気事業認可取得時点（2002 年）で PPL が運営していた配電網から 10km
圏内）以外で 10MW 以下の電力負荷に対する電力供給。

・ 第三者発電供給事業者（Third party producer）が PPL へ発電供給することの許可。PPL が IPP
（独立発電事業者）と契約を結ぶ。

・ 10MW 以上の電力負荷を持つ大口需要家への自由なサービス提供の許可。

・ 規制を受けた第三者機関（Third party）が合法的に 10MW 以上の消費者に電力供給するために

PPL の電力線にアクセスすることの許可

・ 第三者機関による PPL 供給エリア外（地方電化など）での発電、小売り、配電網に対する投

資許可。

・ 国内統一料金での郵便切手価格設定システムの利用。

・ 独立電力産業規制局として ICCC 法（2002）に基づき設置された独立消費者競争委員会（ICCC）
が規制契約に基づき、電気料金およびPPLの電力供給運営に関する規制に対し責任を有する。

また、ICCC は PPL に関する上限収益価格規制、および PPL と他の電力市場参入者への事業許

可条件の設定を行う。
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ただし、ICCCは電力の技術的規制に関しては実施能力がないため、PPLに委譲していたが、第三

者機関参入による市場競争の拡大の観点から、EIPにおいてDPEを技術的規制機関とすることを決定

した。このため、DPEはエネルギー課の人員数を2014年6,7月までに現在の16名から77名に増強する

こととしている（増強メンバーは主にPPLからリクルートする予定であるとのことである）。

(3) 電力管理委員会の役割

EIP において電力管理委員会 (EMC) の役割は以下の通り規定されている。

・ EIP の実施監督

・ 国家電化展開計画の策定と国家最高執行委員会（NEC）13への提出

・ 国家電化展開計画に基づき、地域社会奉仕（Community Service Obligations: CSOs）下の電化プ

ロジェクトへ政府による資金供給の優先度評価

・ 電化プロジェクトに対する提言（プロジェクトへの投資提案者からの提言を含む）による広く

可能な投入の確保

・ 地方政府、国会議員との電化プロジェクトの共働

・ 発電における PPP の機会の確認と NEC への提言

・ PPP が提案された場合、PPP 法およびガイドラインに従った手続きに関する相談

・ 入札後、最良入札書が国家の必要最低条件に適合していることの確認

・ 新工業のニーズに応えるため必要な大規模、新電力開発プロジェクトの確認と競争入札システ

ムの実施

・ 年間作業計画に含まれている CSOs の確認と CSOs 費用の見積もり、およびその費用が地方電

化のために配分された予算と整合していること、ならびに政府の CSOs に関するボーダー政策

と整合していることを確認

・ 電化プロジェクトの年間作業計画の公表と電化工事の入札公示

・ 競争入札手続き管理と Central Supply and Tenders Board (CSTB)のルールに従って CSOs 下の電

化投資プロジェクトに対する提案書のスクリーニング

・ 経済的に可能な場合、そして全ての環境上望ましい場合、電線ケーブル内の光ファイバー等の

最新技術の導入を要請

・ タイムリーで効果的なサービス提供を確保するため、プロジェクト実施の協力と監視

・ 電力信託基金（Electricity Trust Fund: ETF）の運用に関する監督

・ 国家政策目標の達成に関する監視と評価および責任省庁への報告

・ 電力産業の全ての市場における競争の推進と入念な審査

・ 地方での市場開発の適正なモデルの作成と実施

・ 民間セクター参入の推進

・ 競争入札実行のための詳細な手段および手続きの作成

・ 政策目標の達成に向けた電力産業において重要な役割を担う PPP プロジェクトの PPP センタ

ーおよび他の組織との密接な協議の維持

                                                  
13 日本の内閣に相当。
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3. 電力セクターの概要 

3.1 電力関係の法規制 

電力を含めたエネルギーに関する重要な法の概要を次に示す。

(1) 電力法 (Electricity Supply Act) 
政府資金で作られた電力施設から電気の発電、送電、配電のための大臣の権限に関するもの。

(2) 電力産業法 (Electricity Industry Act; 2000) 
PPL の役割と権限に関するもの。

(3) 独立消費者競争委員会法 (Independent Consumer and Competition Commission Act; 2002) 
独立消費者競争委員会（ICCC）の設立とその役割と権限に関するものであり、エネルギー分野

に関しては電力、石油の価格等の規制局としての役割を担うことになっている。ICCC 法によって

設立した規制の枠組みは価格規制、消費者保護のための規制、そして規制を受ける企業（電力会社

等）の経営の監視である。経済的規制局は規制を受ける企業による市場支配または談合などの軽犯

罪を防止するために上記 3 つの経済的規制の側面を等しく実行するものである。また、電気事業者

への電気事業許可権限を持つことにより上記経済的規制を行使するものである。

(4) 独立公益事業公社法 (Independent Public Business Corporation Act: 2002) 
独立公益事業公社（IPBC）は国営企業の事業運営の改善ならびに民営化の準備のために設立さ

れた機関であり、その役割と権限に関する法律である。なお、IPBC は PPL の株式を 100%所有し

ており、その他にも  Air Niugini, DataCo PNG, Eda Ranu, Motor Vehicle Insurance, National 
Development Bank, PNG Ports Corp., Post PNG, Telikom PNG, Water PNG、そして今年新たに設立され

た National Petroleum Co. の株を 100%、そして Bemobile の株を 85%所有している。

(5) 州政府および地方レベル政府の組織法 (Organic Law on Provincial Government and Local Level 
Government)
22 の州と 299 の地方レベル政府に電気の規制権限を与えるもの。

(6) 環境法 (Environmental Act; 2000) 
エネルギー分野の開発プロジェクトに対して環境影響調査 (Environmental Impact Assessment : 

EIA)を求めることができるとするものである。2002 年に改訂版 (Environmental Amendment Act) が
制定されている。

3.2 電力事業体制 

(1) 電力セクターの組織体制

パプアニューギニアの電力セクターは図3-1に示すとおりであり、2001年12月にパプアニューギニ

ア電気委員会（ELCOM）から、従業員、負債、資産を引き継ぎパプアニューギニア電力公社（PPL）
が設立された。2002年に設立された独立公益事業公社（IPBC）がPPLの株を100%所有している。な

お、Sirinimuダム、Yonkiダムの資産および水源、ダムの運用・維持管理はELCOMからPNG Dam Ltd.
に移管された。

さらに、IPBCを監督する政府機関として公営企業省（DPEnt）がある。また、電力規制機関とし

て独立消費者競争委員会（ICCC）、2014年からICCCは経済的規制機関となり、石油エネルギー省
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（DPE）が技術的規制機関となる。さらに、2012年から全国電化展開計画（NEROP）実施監督機関

として電力管理委員会（EMC）からPPLは規制を受ける。

PPL以外の電力事業者としてWestern州の電力供給を行うWestern PowerとPNG Sustainable Energy 
Limited (PNGSEL)、および独立発電事業者（IPP）がある。PPLはWestern州を除き全国の送電、配電

を行っている。しかし、今後は2011年12月に政府承認された電力産業政策（EIP）に基づき、10MW
を超える大規模需要家に対しては第三者機関（IPPs）が電力供給（発送配電）することが可能とな

る。10MWを超える需要については別個の電力市場として見なされ、参加意志のある第三者機関は

PPLと競争入札することができる。ただし、この競争入札はEMCの監督下で行われる。今後、EMC
はこの競争入札実行のための詳細な手段および手続きを作成することになっている。

図 3-1 電力セクターの組織体制

3.3 電気料金 

(1) 電力需要家

電気料金は A. 産業用需要家料金、B. 一般需要家料金、C. 家庭用料金、D. 公共街灯用料金に分

かれている。各需要家の定義は以下のとおりである。

1) 産業用需要家

200kVA 以上の契約容量をもつ需要家、容量料金と使用電力量料金から成る。

2) 一般需要家

住居用建物に供給される以外において、契約容量 200kVA 未満の需要家、住居用建物に自ら居

住せず、賃貸している需要家は 200kVA 未満であれば一般供給需要家となる。

3) 家庭用需要家

住居用建物に供給される電力を消費する需要家。

4) 公共街灯用需要家

街灯を設置する市または州政府などの公共団体。
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(2) 支払い方式

家庭用需要家と一般需要家には Credit Meter と Easipay という電気料金単価が異なる 2 つの区分

がある。Credit Meter は毎月 1 回、１か月間に使用した電力量を検針し、その結果に基づき電気料

金を請求され、支払うという方式であり、日本でも適用されている料金後払い方式と同じである。

一方 Easipay では需要家に Prepaid Meter が設置され、電気料金の先払い方式が取られている。

Credit Meter の需要家には電気料金が未払いの場合に 2 週間の猶予を待って電気の供給が停止され

る。Easipay の需要家はプリペイド料金分の電気を消費すると自動的に電力供給が停止される。

(3) 料金改定

ICCC は CPI、 燃料価格、設備投資計画を基に、5 年ごとに PPL と電気料金システムについて契

約を行っており、最新の更新契約は 2013 年 11 月に締結した。契約には燃料費等の変動に伴う料金

見直しを含んでおり、それに従って PPL は電気料金の改定を行っている。

現行の電気料金は表 3-1 に示すとおりであり、2013 年 4 月にディーゼルオイルの高騰により約

5%値上げされた（ただし、引き込み工事等の作業料金は値上げ無し）以降は据え置かれている。

表 3-1 現行電気料金表（2013 年 4 月以降）

Source: www.pngpower.com.pg
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(4) 電気料金の推移

各需要家の販売電力量が不明であり、平均電力料金価格は算出できないため、PNG 太平洋セメ

ント（株）からのヒアリング結果（送電網拡張・修復事業詳細計画調査報告書）ならびに上記最新

電気料金表を基に作成した産業用電力料金（従量料金）の推移は図 3-2 に示すとおりである。2000
年から現在までの 13 年間で 0.1Kina/kWh から 0.6Kina/kWh まで上昇し、2010 年を除きほぼ毎年

0.05Kina/kWh 上昇している。

為替レートを 0.40Kina/USD とした場合、最新の産業用電力料金は 25US￠/kWh であり、日本の

業務用電力(契約電力 500kW 以上)の電力量料金（従量料金） 16 円/kWh の 1.6 倍とかなり高く、

電力供給の信頼度の低さも考え合わせると外国資本による産業開発におおきな足枷となっている。

ひいては PNG DSP の経済発展ならびに地方電化目標の達成を大変困難なものにしている。

また、近隣諸国との家庭用電力料金比較を図 3-3 に示すように、オーストラリア、ニュージーラ

ンド、フィジー、日本よりも高い電力料金となっている。

出典：調査団

図 3-2 産業用電力料金（従量料金）の推移

出典：調査団

図 3-3 近隣諸国との家庭用電力料金の比較
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3.4 電力需給状況 

3.4.1 電力需要と需給バランスの推移 

(1) PPL が保有する電力系統

PPL は首都ポートモレスビー（POM）系統、最大の商業都市レイ市がある Morobe 州を中心とす

るラム（Ramu）系統、West New Britain 州のガゼール（Gazelle）系統という 3 つの系統（いずれの

間も連系されていない）、そして 17 (2012 年時点) の地方都市に独立電力センターを所有している。

出典：送配電網拡張・修復事業準備調査報告書に追記

図 3-4 PPL が保有する電力系統

(2) 電力需要の推移 

PPL 全体の 2000 年から 2012 年までの発電電力量と販売電力量の実績はそれぞれ、図 3-5、図 3-6
に示すとおりであり、発電電力量は 2006 年まではほぼ一定であったが、2000 年～2005 年にかけて

販売電力量は減少傾向を示している。これは、発電電力量と販売電力量の差は Technical Loss（発

電所所内ロス、送変電ロス、配電ロス）と Non-technical Loss（盗電等）によるものであるが、こ

の間に設備の変化が無いことから、電気料金値上げに伴う Non-Technical Loss の増大によるもの

（2000 年のロス率は 14%であったが、2005 年以降は 20%前後）と推定される。なお、それぞれの

ロスについては計測されていない。また、2008 年の販売電力量は発電電力量の変化と整合してお

らず特異であることから、転記ミスまたは修正ミスと想定される。
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上記発電電力量の 2007 年以降の平均伸び率は 5.5%であり、これは、図 2-2 に示した GDP の成

長率が 2007 年以降 6%を超えていることと整合する。しかし、発電電力量の GDP 弾性値でみると

0.8 程度であり、他の途上国の 1.2-1.8 に比べて半分程度とかなり低い値である。なお、Brooks は長

期的な視点から、有効エネルギーの GDP 弾性値は社会が原始的農業からエネルギー依存型の生産

様式に移行するにつれて 1 よりかなり大きい値から 1 に漸近する、という仮説を途上国を含む 22
か国のデータを用いて実証した14。

パプアニューギニアのこの低い弾性値の説明としては、想定の域を出ないが、この期間に経済成

長を支えてきた鉱業セクター生産額の伸びは生産量よりも価格上昇による寄与が圧倒的であった、

ラム系統の供給力は需要を常に下回っていたため、大口需要家はやむを得ず自家発電により電力を

確保してきた、等が考えられる。本格協力で将来の需要想定を行う際には GDP 弾性値を適用する

が適切であるかの吟味が必要と言える。

出典：PPL                     出典：PPL 

図 3-5 発電電力量の実績（2000-2012）     図 3-6 販売電力量の実績（2000-2012）

(3) 需給バランスの推移 

PPL 全体の 2000 年から 2013 年 11 月までの最大電力需要の実績を図 3-7 に示す。併せて、2012
年, 2013 年 9 月までの POM 系統と Ramu 系統の系統平均停電時間指数（SAIDI）をそれぞれ図 3-8
と図 3-9 に示す。POM 系統の 2013 年の販売電力量は 7%増加しているが、最大電力需要は 2012 年

より下がっており、さらに、SAIDI は 2012 年の月平均 400 分から 2013 年は月平均 800 分と倍増し

ている。これは、電力需要は増大しているが、供給力が増加していないため、供給力を超える分に

ついては計画停電（輪番停電）を実施していること（最大電力需要の潜在化）が理由と考えられる。

他方、Ramu 系統の 2013 年の最大電力需要は 2012 年よりも 20MW 程度増加している。しかし、

2013 年の SAIDI は 2012 年とほぼ同じ月平均 1000 分程度となっている。これは、Baiune IPP 水力

(10MW) が2013年1月に運転開始したことなどに伴い最大電力需要の実績値も増加した。しかし、

POM 系統と同じく供給力が実際の最大電力需要を下回っているため、最大電力需要実績は供給力

(2013 年 11 月時点：89.66MW（P25 表 3-3）) を超えることはできず、2013 年も 2012 年と同等程

度の計画停電が実施されている状況であると考えられる。

                                                  
14 出典：電力中央研究所報告「エネルギー経済学の基礎理論総説」平成 6 年 7 月
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出典：PPL

図 3-7 各系統の最大電力需要の実績（2000-2013）

出典：PPL System Operations Monthly Report September 2013 

図 3-8 POM SYSTEM SAIDI            図 3-9 RAMU SYSTEM SAIDI 

(4) 日負荷曲線と電源の当てはめ（Ramu 系統）

Ramu 系統における重負荷日（11 月 21 日（木））と軽負荷日（11 月 10 日（日））の日負荷曲

線と電源の当てはめの実績はそれぞれ図 3-10 と図 3-11 に示すとおりである。

出典：PPL（Ramu Control Center）

図 3-10 重負荷日の運転パターン（2013 年 11 月 21 日（木））
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出典：PPL（Ramu Control Center）

図 3-11 軽負荷日の運転パターン（2013 年 11 月 10 日（日））

日負荷のピーク時間は夕方 18 時から 21 時であり、これは、ラム系統はレイ市を中心とする工業

団地および Hidden Valley 鉱山の電力需要が占める割合が大きく、24 時間操業が多いこと、および、

発展途上国では一般的に見られる家庭用需要は夕方の電灯需要が最も大きいことによると考えら

れる。また、軽負荷時の需要と重負荷時の需要の差が小さいことは、レイ市工業団地および鉱山で

は日曜日も稼働していることを示している。

重負荷日の需給運用での問題点は、Ramu1+Puanda 水力は貯水池および調整池を保有しており、

供給力の調整が出来るにも関わらず、昼間 8 時から 17 時の間は水力による発電を抑え、燃料費が

高く本来予備電源として位置づけられているはずのディーゼル発電を行って、夕方のピーク時にの

み水力発電の出力を最大まで高めていることであり、不経済な運用となっている。この理由として

は、貯水池の水運用管理は PPL Dam Ltd.になっており、電力供給上最経済的な年間の池（水）運

用が計画実施されていない、または、PPL との調整が十分ではないためと想像される。

(5) 電源種別毎の発電電力量

2012 年 9 月～2013 年 9 月までの POM 系統および Ramu 系統の電源種別毎の発電電力量をそれ

ぞれ図 3-12 と図 3-13 に示す。なお、POM 系統の購入電力量の電源は全て火力発電（ガスおよび

ディーゼル）であり、Ramu 系統の購入電力量は水力（Baiune）が主なものである。

POM 系統は水力の比率が 6 割程度であるのに対し、Ramu 系統は 2013 年 1 月以降 95%が水力発

電である。

POM 系統の水力は雨季乾季の差が見られ、2 月、 8 月と 9 月の発電電力量が年間最大月の約 8
割程度に低下している。他方、Ram 系統は水力の発電電力量は年間を通じて変化が見られない。

これは、Yonki 貯水池（総貯水容量 3.4 億 m3）で年間運用が可能であるためと考えられる。
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出典：PPL System Operations Monthly Report September 2013 

図 3-12 電源種別ごと発電電力量 (POM)    図 3-13 電源種別ごと発電電力量 (Ramu) 

3.4.2 既存の電力設備 

(1) 発電設備

1) POM 系統

POM 系統（2013 年 9 月時点）の発電設備を表 3-2 に示す。

廃止された発電設備を除いて全設備出力は 177MW あるが、設備の老朽化およびスペアパーツ

を全て海外から調達する必要があり、修繕に時間がかかるなどの理由により、供給力は 103MW
と設備出力の約 60％しかない。

IPP としては HFO を燃料とする低速のディーゼル発電設備がある。同設備は BOT（Build, 
Operation, Transfer）方式で韓国の業者が建設・運用をしており、1999 年 1 月に運用開始され 15
年後に PPL にトランスファーされる。また、同発電所構内にガスタービン発電設備が設置され

運用開始している。

表 3-2 POM 系統の発電設備 (2013 年 9 月時点)

出典：PPL System operation データに基づき調査団が作成

Nos. Unit
Rating

Total Available

Rouna No.1 Hydro #3 1 1.00 1.00 1.00 Vobine 1957
Hydro #4 1 2.50 2.50 2.50 Vobine 1962

Rouna No.2 #1, #4, #5 3 8.00 24.00 24.00 Andritz Yatech 2007-9
#2, #3 2 6.00 12.00 5.00 Voest Alpine 1969 #3Outage

Rouna No.3 #1, #2 2 6.00 12.00 10.00 Vobing 1975
Rouna No.4 Hydro #3 1 6.60 6.60 6.00 Ebara 1986

Hydro #4 1 6.60 6.60 6.00 Ebara 1986
Sirinumu Hydro 1 1.50 1.50 0.60 Andriz 1973
Moitaka GT Gas Turbine 2 12.00 24.00 10.00 1982 #1Waiting bearing
Moitaka DEG DO, HFO 2 7.80 15.60 12.00 HZ-Sulzer 1985
Moitaka DEG DO, HFO 2 8.10 16.20 4.00 Mirrlees-Blkstone 1990 #3Major Overhaul
Kanudi (IPP) Gas Turbine 2 15.00 30.00 10.00 #1Broken Turbine
Kanudi (IPP) DO, HFO 2 12.50 25.00 12.00 Man BMW 1997 #2 Forced Outage

Total 177.00 103.10

Power Plants Type
Name of

Manufacturer

Capacity (MW) Year of
Commis. Remarks



パプアニューギニア国レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査報告書 

26 

2) Ramu 系統

Ramu 系統（2013 年 11 月時点）の発電設備を表 3-3 に示す。

表 3-3 Ramu 系統の発電設備（2013 年 11 月時点）

出典：PPL System operation データに基づき調査団が作成

Ramu1 水力発電所および Pauanda 水力発電所を主電源としている。また、Yonki Toe of Dam 
(YTOD)水力が 2013 年 11 月 1 日に運転開始をした。

YTOD と Ramu 1 水力の発電計画の概念図を図 3-14 に示す。なお、Yonki ダムは 1990 年に WB
の資金援助で建設された。

Ramu1 (5×15MW)の内 1 台は予備機であり、さらに、放水路の通水能力が最大 30m3/s である

ことから、最大供給力は 46MW と算定される。

また、YTOD は Ramu1 の既設導水管から分岐取水し、Yonki ダムと Ramu1 取水堰間の有休落

差 50m を利用するものである。中国の EPC コントラクター（CNEEC）により建設されたが、Yonki
ダムの取水塔からタービンまでの導水管の延長が約 700m あるにもかかわらず、サージタンクを

設けていないため、遮断時発電機器が許容回転数以上になる可能性がある。このため、使用水量

を半分以下に制限し 6MW の一定出力運転を行っている。なお、サージタンクの増設工事のコン

サルティングを日本工営が受注し、実施中である。増設工事は 2015 年 6 月の完成を目指してい

る。なお、最大使用水量は 30m3/s であり、有効落差 50m であることから、サージタンク完成後

の供給力は 13MW 予想される。

Nos. Unit
Rating

Total Available

Pauanda Pond 2 6.00 12.00 10.00 n.a. 1983
Ramu 1 Reserv. #1-3 3 15.00 45.00 Litostroj 1976

Reserv. #4,#5 2 15.00 30.00 Boving 1990 #4 rehabilitation
YTOD Run-of-River 2 9.00 18.00 6.00 Halpin 2013 Nov. commissioning
Madang DEG #2, #3 2 1.50 3.00 0.50 1971/72

#5 1 3.20 3.20 2.00 1980/08
#7, #8, #9 3 1.12 3.36 0.80 1980/08

#10, #11, #12 3 1.80 5.40 3.00 1980/08
Milford DEG #1, #2 2 0.84 1.68 - 1959 decommission

#3,#4 2 2.50 5.00 2.00 Ruston 1969 #3 Forced Outage
#5,#6 2 3.20 6.40 2.00 Ruston 1969 #5 Forced Outage

#7 - #11 5 3.26 16.30 - Caterpillar 1988 All Forced Outage
#12 1 1.50 1.50 0.50 2009 container type

Taraka DEG #1 - #8 8 1.44 11.52 7.20 Caterpillar 2009 #3, #6 Forced Out.
Mendi DEG #1 - #4 4 1.50 6.00 0.90 1979 #1-#3decommission
Wabag DEG #1- #4 4 2.59 1.36 Caterpillar 1985 #3 Forced Outage
Kundiawa #1 1 1.44 1.44 1.20
Goroka #1, #2 2 1.44 2.88 1.20 #2 Forced Outage
Baiune (IPP) Pond 2 6.50 13.00 5.00 2013

Total 188.27 89.66

46.00

Power Plants Type
Capacity (MW)

Name of
Manufacturer

Year of
Commis.

Remarks
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出典：調査団

図 3-14 YTOD 水力と Ramu 1 水力の概念図

IPP として Forest Puroduct Ltd.が所有する Baiune 水力発電所（供給力 10MW）がある。近傍に

Hidden Valley 鉱山（最大需要 16MW）があり、そこへの電力供給がメインとなっている。

出典：調査団
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(2) Ramu 系統の送変電設備

Ramu 系統の単線結線図（2011 年 8 月 24 日版）を図 3-15 に示す。

 

出典：PPL 

図 3-15 Ramu 系統の単線結線図
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送電電圧は 33/66/132kV が採用され、132kV 送電線は総延長約 307km で Ramu、 Gusap、 Erap、
Hidden Valley、 Baiune-2 及び Taraka の 6 変電所間で全て１回線連系である。

66kV 送電線の総延長は約 304km となっている。

一方、変電設備ついては、132kV から 66/33/11kV の 3 種類に分かれている。これら送電線の概

要を表 3-4 に、132kV 変圧器を表 3-5 に示す。

表 3-4 132kV 及び 66kV 送電線の概要

出典：調査団

表 3-5 132kV 変圧器の概要

出典：送配電網拡張・修復事業準備調査報告書

Line
No. From To Type Name In (A) (MVA)

A: 132kV Transmission Line
1 601 Ramu Erap 118 ACSR Dear 749 171
2 602 Ramu Gusap 43 ACSR Tiger 361 83
3 603 Erap Taraka 42 ACSR Dear 749 171 Yes
4 604 Erap Hidden Valley (HV) 110 AAAC Sapphire 776 177 Yes
5 T-point of Erap-HV Baiune-2 ACSR Yes

Total 313

B: 66kV Transmission Line
1 509 Taraka Milford 4.6 ACSR Camel 776 89
2 508/1 Taraka Nadzab 40.0 ACSR Mink 218 25
3 Gusap Meiro 2.6 ACSR Tiger 361 41
4 506/1 Ramu Kainantu 15.2 ACSR Dog 312 36
5 506/3 Kainantu Himitovi 63.9 ACSR Dog 312 36
6 507/1 Himitovi Kundiawa 60.2 ACSR Dog 312 36
7 514 T-Branch of above Kudjip 48.3 ACSR Dog 312 36
8 515 Kudjip Dobel 35.3 ACSR Dog 312 36
9 510 Dobel Pauanda 37.7 ACSR Dog 312 36

Total 307.8

No.
Name of Power/Substation Length

(km)
Specification of Conductor

OPGW

Transformer (MVA)
Voltage Capacity

A: 132/66/33/11kV with OLTC
1 Taraka No.3 Tr. 132/66 20 Auto Tr.
2 Taraka No.4 Tr. 132/66 20
3 Gusap 132/66 20
4 Ramu No. 8 Tr. 132/66 20
5 Ramu No. 9 Tr. 132/66 20
6 Ramu No. 10 Tr. 132/66 20
7 Baiune-2 132/33 20
8 Ramu No. AA6T4 132/11 18 For Gen.
9 Ramu No. AA6T5 132/11 18 For Gen.

10 Taraka No. 1 Tr. 132/11 20
11 Taraka No. 2 Tr. 132/11 20
12 Hidden Valley No.1 Tr. 132/11 25
13 Hidden Valley No.2 Tr. 132/11 25

Total 266

No. Description Remarks
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(3) 配電設備

配電電圧は市街地及び大部分の町で 11kV が採用されていが、Gusap、Lae 及び Southern Highlands 
州の Mendi 等の山間地で 22kV 配電が行われている。なお、6.6kV は発電機電圧として使用され、

低圧は全て 415-240V である。一方、配電線路が長距離になる時は、一時的な対策として Voltage 
Regulator を使用し電圧を上げている線路が散在している。

3.5 ラム系統における電力開発計画および系統拡充計画 

(1) 電力需要想定

パプアニューギニア国内の電力需要想定としては、ADB の技術支援による〝Power Sector 
Development Plan ; Draft Fainal Report Jan. 2009” が以下の理由から現時点でも最も予測精度が高い

と思われる。

① 産業用需要(鉱山、新商業地区を含む)、一般電力需要、家庭用需要に区分し、それぞれ②③

の方法で想定し、積み上げている。

② 産業用需要については、2011 年から操業するされていた Hidden Valley 鉱山と 2012 年から

操業するとされていた Ramu Nico 鉱山需要を織り込んでいる。ただし、Wafi/Golpu ほかの鉱山

需要は想定に含めていない。

③ 家庭用需要については地方電化による需要増（2030 年の世帯電化率 70%）を織り込んでい

る。さらに、一般電力需要は都市部で家庭用需要の 2 倍、地方部で 1 倍として見積もっている。

最終調査報告書（案）に記載されているラム系統の電力需要は表 3-6、図 3-16 に示すとおりであ

る。2013 年の電力需要事績と比較すると、2011 年の想定値とほぼ同じである。

表 3-6 ラム系統の電力需要予測 (ADB) 

出典：Power Sector Development Plan ; Draft Fainal Report Jan. 2009 

年 Unit 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027
家庭用需要 GWh 39 45 52 60 69 81 94 109 126 145 168 194 224 256 292 336 384 437 495 560
一般需要 GWh 146 162 180 200 222 249 278 312 350 391 441 499 563 633 711 801 902 1,011 1,133 1,268
産業用需要 GWh 42 46 50 173 809 815 821 828 837 846 856 868 882 897 913 932 953 976 1,002 1,031
販売電力量計 GWh 226 253 282 433 1,100 1,145 1,193 1,249 1,313 1,382 1,465 1,561 1,669 1,786 1,916 2,069 2,239 2,424 2,630 2,859
電力量損失 22.0% 21.0% 20.0% 17.1% 12.4% 12.3% 11.8% 11.3% 10.8% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0%
発電電力量 GWh 290 320 353 523 1,256 1,306 1,353 1,408 1,472 1,536 1,628 1,734 1,854 1,984 2,129 2,299 2,488 2,693 2,922 3,177
年負荷率 54.9% 55.1% 55.3% 61.9% 78.7% 78.6% 78.5% 78.4% 78.3% 78.2% 78.1% 78.0% 77.9% 77.8% 77.7% 77.6% 77.5% 77.4% 77.3% 77.2%
最大電力 MW 60.4 66.3 72.8 96.4 182.2 189.6 196.8 205.0 214.6 224.2 237.9 253.8 271.8 291.2 312.8 338.2 366.4 397.2 431.5 469.7
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図 3-16 ラム系統の電力需要予測 (ADB) 
また、公営企業省 (DPEnt) およびPLN Madang支所からのヒアリングによりるラム系統の鉱業、

新商業地区の電力需要予測は表 3-7 に示すとおりである。

上記 ADB の需要予測では鉱山需要は 100MW であったが、Wafi/Golpu, Yandera を加えると

300MW 増加し、450MW となる。さらに、国家開発戦略計画（DSP）の GDP 成長率 8%と人口増

（増加率 2.8%）に伴う需要増を加味すると 2030 年断面における最大電力は、鉱山開発が順調に進

み、かつその電力需要を全て系統から賄うとした場合には 1,000MW 程度と、2013 年現在の 88MW
の 10 倍以上になると予想される。

表 3-7 産業用（鉱業、新商業地区）電力需要予測

出典：調査団ヒアリング(DPEnt, PPL)結果

(2) 電源開発計画

PPL は 2 年に 1 度 15 か年電力開発計画を策定しており、現在 2013-2027 年計画を策定中である。

その中で PPL の計画局が考えている電源開発候補地点の計画諸元と運用開始可能年度は表 3-8 の

とおりである。全てが開発されても、上記 2030 年の電力需要 1,000MW の半分程度であり、他方

で将来の電力需要は鉱山開発に大きく左右される。よって Ramu 系統においては、こうした大規模

需要家の開発動向や電力確保の方針、投資判断に対する電力供給状況の影響等も把握（想定）しつ

つ、複数の電力需要シナリオを設定したうえで、電源の開発計画を策定することおよび電源開発候

補地点を発掘形成することが望まれる。

また、水力の供給力は設備供給力であり、乾季および渇水年を考慮した常時出力ではないことに

留意する必要があるとともに、負荷変動調整能力（調整池式・貯水池式）についても不明である。

Ramu 2 水力の発電計画は 120MW×2 台=240MW と報じられているが、Ramu 1 水力からの放流

量 30m3/s、有効落差 760m から計算すると最大出力は 200MW である。また取水地点は石灰岩の急

峻な谷地形であるため、調整池の建設は困難であり、流れ込み式となる見込みである。単機容量

120MW は現在のラム系統の規模よりも大きく、系統に連系された場合、事故時に系統に与える影

響が大き過ぎるので、再考が望まれる。

No. [Year] 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 Remarks

A: Lae Distribution System [Unit]
1 Wafi Golpu (Gold/Copper Mine)

1) For Construction Stage [MW] 30 30 30 30 30
2) For Operation [MW] 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 *1

2 Yandera (Copper/Molybdenum Mine)
1) For Construction Stage [MW] 25 25 25 25
2) For Operation [MW] 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 *2

Sub total 30 55 55 55 55 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300
B: Other Distribution System

1 Ramu Nico (Nickel/Cobalt Mine)
1) For Construction Stage [MW]
2) For Operation [MW] 30 30 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 *3

Sub total 30 30 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50
C: Other Distribution System

1 Madang Marine Industrial Park [MW] 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 *4
Sub total 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

Total 80 105 125 125 125 370 370 370 370 370 370 370 370 370 370 370 *5
Remarks:

*1: Estimated demand is 180 to 200MW
*2: Estimated demand is 120 to 150MW
*3: Already in operation but below capacity (<50%?) and need to improve, therefore need additional power; Maybe 30-50MW
*4: Estimated demand for operations
*5: Total figures exclude demands for Copper Smelter (1000-1500 MW), Mt Kare Gold Mine (80-100 MW?), and Chuave Cement Plant (~10 MW)

Description



パプアニューギニア国レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査報告書 

32 

従って、大規模水力開発計画については供給信頼度計算プログラムを用いた必要予備力の計算、

および需給シミュレーションプログラムを用いた需給の当てはめを行い、最経済的かつ供給信頼度

の高い開発規模、単機容量、形式等を決定する必要がある。

表 3-8 ラム系統の電源開発候補地点

Type 発電所名 開発主体
供給力

(MW)
現状ステージ

運用開始

可能年度

水力 YTOE PPL 7.0 (増分) サージタンク増設工事着手 2015 年

Mongi/Bulum PPL 100 - 130 PreFS 完了 2020 年

Kaugel PPL 80 - 100 不明 不明

Ramu 2 未定 200 - 240 IPBC が FS 実施中 2020 年

LNG Singaua PPL 100 不明 不明

DEG(HFO) Lae IPP 1 IPP(韓国) 30 PPA 交渉中 2015 年

Biomass Lae IPP 2 IPP 30 PPA 交渉中 2015 年

計 547 - 637   
出典：調査団

上記新規電源開発地点、既設発電所・基幹送電線および大規模需要中心（鉱山等）を含めたラム

系統の系統図を図 3-17 に示す。
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出典：調査団

図 3-17 ラム系統の系統図（既設および計画）

3.6 電力セクターにおける他ドナーの支援状況 

パプアニューギニアの電力セクターにおける主要ドナーは、世界銀行、アジア開発銀行、そして

JICA である。最近では世界銀行、アジア開発銀行が主にポートモレスビー系統に焦点を当てた事業

を行っている他、パプアニューギニア国政府の開発戦略計画 2010-2030 年（Development Strategic Plan 
2010-2030）に掲げる電化計画（家庭の電化率を 12.4%（2010 年）から 70%（2030 年）にする）を達

成するため国家電化展開計画（NEROP）を支援している。2013 年 12 月 3 日に Grid Code（送電系統

運用規則）と Third Party Access Code（第三者機関アクセス規則）、12 月 4,5 日に NEROP のためワ

ークショップを DPE と共同で開催し、各ステークホルダーからのコメントを集約した。

3.6.1 世界銀行 

世界銀行が実施中、または過去に実施した主要な電力案件は以下のとおりある。

1.は①持続可能な電力開発と地方電化のための政策支援と②ポートモレスビー系統の Naoro 
Brown 水力発電(80MW)の開発促進支援という 2 つのコンポーネントがある。

3.は Yonki ダムの建設と Ramu1 水力発電所の改造等である。

1. PNG Energy Sector Development Project (Loan)  7.30 mil.USD 2013 
2. Gas Development and Utilization Technical Assistance Project  7.00 mil.USD 2005 
3. The Yonki Hydroelectric Project(Loan) 28.50 mil.USD 1986 

3.6.2 アジア開発銀行 

アジア開発銀行が実施中、または過去に実施した主要な電力案件は以下のとおりある。

4.は POM 系統の発電・送変電・配電の開発計画策定であり、本プロジェクトの参考となると考

えられる。調査は 2012 年に完了しており（コンサルタント SMEC）、1．のローンプロジェクトも

開始していることから、調査報告書の共有を ADB に依頼したが、オーストラリア事務所のプロジ

ェクトオフィサーから報告書はドラフト段階であり、ファイナライズされたらネット公開するとの

回答があり、入手できなかった。

1. Port Moresby Power Grid Development Project (Loan) 66.70 mil.USD 2013 
2. Implementation of the Electricity Industry Policy (TA) 1.00 mil.USD 2012 
3. Improve Energy Access for Rural Communities (Grant)  2012 
4. Port Moresby Power Grid Development Project (TA) 1.20 mil.USD 2011 
5. Town Electrification Investment Program – Tranche 1 (Loan) 120.00 mil.USD 2010 
6. Power Sector Development Plan (Grant)  2007 
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3.7 電力セクターの課題 

パプアニューギニア電力セクターの大きな問題として、輸入化石燃料の価格の急騰と使用量の増

大が挙げられる。市場の原油価格は図 3-18 に示すとおり、過去 10 年間で 3 倍以上まで高騰してお

り、また、供給力不足からディーゼル発電の位置づけが予備力からピーク供給力に変化したことに

より、発電量も年々増加傾向にある。これに伴い電気料金も図 3-2 に示したように過去 10 年間で

6 倍まで高騰している。これらの影響により、国内産業の競争力の低下、Non-technical ロスの増大、

グリッド延伸による地方電化促進の阻害、また、CO2排出量の増大に伴う地球環境への負荷の増大

に繋がっている。

他方、Vision 2050 および PNG EIP の中では豊富な再生可能エネルギーポテンシャルの開発推進

および利用拡大をすることとしている。

したがって、電力セクターの大きな課題としては、クリーンでかつ価格が安定した再生可能エネ

ルギーの開発推進および利用拡大に当たって、経済的でかつ安定した電力供給を目指した最適電力

開発計画の策定が求められている。

出典：石油連盟、「今日の石油産業データ集」http://www.paj.gr.jp/statis/ 

図 3-18 原油輸入価格の推移
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4. レイ地域の電力需給および設備の現状と課題 

4.1 電力需給および設備の現状 

レイ市は、Morobe 州（人口約 65 万人）の州都で、人口 12 万人強のパプアニューギニア第 2 の市

である。電力の殆どは州外にある Ramu 発電所等から約 160km の 132kV 送電線で同市の基幹変電所

である Taraka 変電所に送電され各需要家へ供給されている。同市で PPL は 2 か所の発電設備（現有

出力 17MW）を運用していると共に IPP から約 10MW を買電している。

レイ地域の電力網は、１か所の発電所と 132kV、66kV 及び 33kV の送電線及び 6 か所の変電設備

で構成され、この内、Taraka 変電所には DEG 発電機が仮置きされている。配電設備は 11kV 及び一

部で 22kV から配電用変圧器で 415/240V に降圧され各需要家へ接続されているが、一部の大口需要

家へは 11kV で接続されている。

れら電力設備の概略系統図を図 4-1 に示す。

出典：調査団

図 4-1  レイ地域の電力系統図 
 

 

 Lae Power System Abbreviation:
D: Diesel Engine Generator (DEG)

Erap SS (42km) Taraka S/S P/S: Power Station
S/S: Substation

132kV 132kV SS: Switching Station
From Tr. SVG: Static Var Generator
Singsing SS 132/10kV  T4 T3
(About: 10MVA  15/20MVA 15/20MVA
118km from Aux. Tr.   SVG  132/66kV 132/66kV Symbol:
Ramu-1) 66kV  %Z=5.07 No.1/2 Bus       A %Z=4.00 Overhead Line

(40km) Tr. with OLTC
 D 109kW T5 T2 T1

1m3 TK 20MVA  15/20MVA 15/20MVA Cable head
Rural Nadzab S/S 66/11kV       M Metering Unit
Electrification %Z=9.06 %Z=10.01 %Z=10.05

66kV 11kV 11kV 1250A, 31.5kA
To Air Port T6 (FDR-1 to 6)

T2   T1 15/20MVA (FDR-5)
   (No use)   1MVA     Aux. Tr. 6.6/11kV DEG

  (19km)   66/11kV %Z=7.55    D 1.4MWx8 (Available unit is No. 2, 4, 5, 7 & 8)
 %Z=7.58

Tr.    Regulator Yyo (40km)
 1MVA    1MVA To Muya
11/22kV   ±15% Milford P/S Tr.

(1976) No. 12 66kV      MVA
DEG      D 11/22kV

1.4MW Tr.         T2 T1
4.15/11kV 25/30 MVA

Hidden Valley S/S 66/11kV Baiune-1 S/S Appx.
No.3/4 Bus        %Z=8.58 No.1/2 bus %Z=7.54 89km

132kV 11kV 1250A, 25kA, 3-sec. 400A? 33kV

T1    T2 FDR-1 TX2 TX1   C T1        T2
20/25MVA    20/25MVA 20MVA (Move to        D (3,4,5) Capacitor   D Aux. 2.5MVA        2.5MVA

PPL 132/11kV    132/11kV 6.6/11kV Taraka) DEG 5MVar (1&2) Tr. 33/22kV        33/22kV
11kV   %Z= 2.4MWx3 DEG %Z=1.23 %Z=1.22

6.6kV         21.9kA, 3-sec. 0.56MWx2 22kV
Hidden Valley S/S (Mining Company) (Retired)    PPL

IPP DEG (9,10,11)       DEG (6,7,8)
       D 3.3MWx3  D   3.3MWx3

(Available unit is No. 4, 5, 6 & 12)

To Watut (Future)    IPP
Baiune-2 S/S

Baiume HPP
Remarks 132kV           M   M 33kV

*1: Mumeng S/S was destroyed by flood on 2008. 33kV
*2: Wan S/S is private (IPP).    T1
*3: Bulolo S/S is private (IPP).    20MVA

   132/33kV
   %Z=7.27 33kV

10MW 1MWx2 0.7MWx5
(As of 4.12.2013)

132/11kV 132/11kV

        15/20 MVA
        66/11kV
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4.1.1 電力需給状況 

(1) PPL レイ支局の概要

レイ支局は、ほぼレイ市の中心に位置し約 120 名の職員からなる PPL 最大の支局である。大部

分の職員は Morobe 州に係る業務を行っているが、一部のチームは広範囲にわたる他州にある電力

関連設備の維持管理も行っている。これらレイ支局の組織図を図 4-2 に示す。

出典：PPL 
図 4-2  PPL レイ支局の組織図

(2) レイ地域の電力需給状況

PPL は、Milford 発電所及び Taraka 変電所の 2 か所で発電設備を運用している。これら設備は合

計 17MW の現有出力で、尖頭負荷用として運用されている。なお、IPP により約 10～16MW が供

給されているが、これは全て鉱山会社に売電されている。電力の殆どは、州外にある Ramu 及び

Yonki TOD 発電所等から 132kV 送電線で Erap 開閉所を経由し Taraka 変電所に送電されレイ市内

に供給されている。従って、この 132kV 送電線が停止すると市内は全停を余儀なくされる。

レイ市内は、Taraka 変電所及び Milford 発電所にある 11kV SWGR より 11kV 配電線路で

11/0.415-0.24kV に降圧され 3 相 4 線式で各需要家へ配電されている。

近年においては、商工業の発展がめざましく、加えて鉱山開発等が数多く計画されているが、変

電及び配電設備の老朽化が顕著で、このため設備の定格容量を下回った運用を余儀なくされており、

既存変電所及び配電網はパンク寸前の状態となっている。

一方、調査期間中にレイ地域の最大電力 36.1MW を記録した 2013 年 11 月 16 日の日負荷曲線

を図 5-3 に示す。この日は、市内全域の停電が午後 9 時過ぎに発生した。

 Mr. Albert Nanako

23 4

Mr. Levi Yalu Mr. Jimmy Mupangke Mr. Nelson Lending Mr. Ioela Jack  Mr. Ronnie Kopi  Mr. Stanley Gogorea  Mr. Clement Ravini Mr. Thoa Rai
(Workshop) (Milford) (Building Facilities) (Milford) (Taraka S/S)

 Mr. Gordon Sulei Shift Foreman  Mr. Semu Mayang
Mr. Cosmas Bolokes

 Mr. Ronang Ring  Mr. Terry W. Natpu
Remarks:

1) 
2) Regional consists of 4 provinces such as  MOrobe, MAdan, East and West SEpik (MOMASE).
3) 

4) 

5) Transmission and Testing staffs are staying at Yonki. (As of End of Nov. 2013)

Regional Team is in charge of Assets such as building facilities for 14-towns, such as Lae,
Finschhafen, Wau, Madang, Goroka, Kundiawa, MT. Hagen, Mendi, Wabag, Angoram,
Wewak, Maprik, Aitape and Vanimo.

Operation Technician

Assistant

(  ) means the location of office.

Substation Team is in charge of 9-S/S such as Taraka, Milford, Nadzab, Erap, Hidden Valley,
Baiune-1/2, Meiro (Madang), Yonki (Ramu), Gusap & Dobel (Mount Hargen).

Substation
Team

Assistant

Dist. Engineer
Momase

Acting Regional Manager
New Guinea Main Land

(NGML)

Electrician

Regional Stores
Team

Business Support
Team

Regional
Team

Power Station
Team

Network
Operations

Distribution
Team
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出典：PPL 

図 4-3 レイ地域の 11 月 16 日の日負荷曲線

4.1.2 送電設備 

(1) 設備概要 

送電線の電圧は 33、66 及び 132kV で、Ramu-1 発電所から 132kV で約 120km のところに位置

する Erap 開閉所に引き込まれ、そこから更に約 42km 離れた Taraka 変電所に接続されている。ま

た、Erap 開閉所は、2012 年 3 月に運用を開始した Hidden Valley 変電所と連系され、途中 T 分岐

で Baiune-1 変電所と接続されている。

66kV 系統は Taraka 変電所から Nadzab 変電所までの約 40km と Milford 発電所間の 2 か所で運

用されている。33kV 系統は IPP の Baiune 水力発電所と Baiune-1 及び Baiune-2 変電所間の 2 か所

で運用されている。また、レイ地域内の 132kV 系統の架空地線は OPGW に置き換えてあるとのこ

と。なお、一部の 132kV 送電線にダンパーが付いていない区間が見受けられた。主な送電線路の

写真を以下に示す。
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Erap 開閉所から Hidden Valley 変電所への 132kV 
Outgoing 送電線。架空地線は OPGW を採用。

Baiune 水力発電所（民間）から Baiune-2 変電所

への 33kV 送電線

(2) 運用状況 

送電線路の運用は、Network Operator と呼ばれる一人の Staff が 132/66/33kV 系統の運用を携帯

電話で行っている。現在、Taraka 変電所でレイ系統の運用を行えるよう、SCADA の導入が進行中

である。なお、Erap 開閉所及び Taraka 変電所にはリアクトルが設置されていない。このため、時

折、11kV SWGR 等の Trip に伴う軽負荷時に過電圧で変電所が停止することがあるとのこと。

一方、132kV 送電線が長距離のため、年間雷の影響を頻繁に受けている。Erap 開閉所で記録さ

れた約 1 年間における避雷器の放電回数は表 4-1 に示すように非常に多い。なお、避雷器のカウ

ンターは毎年リセットしているとのこと。

表 4-1  Erap 開閉所の避雷器の放電回数

Red Yellow Blue

A: Reading on 27 Nov. 2013
1 Yonki 601 2,371 2,023 847
2 Taraka 602 2,339 2,042 862
3 Hidden Valley 604 125 2,039 512

Phase
No. Related S/S Line

No.

出典：調査団

(3) 運転・保守の状況 

送電設備の維持管理及び 11kV SWGR を含む変電機器及び保護リレー等の定期検査は、Yonki
に駐在している送電及び検査チームにより行われているため、事故時の対応に時間を要している。

なお、66kV 送電線で、碍子の枚数が 3 相分とも 4 枚のか所があった。また、33kV 変電所では、

引き込み及び引き出し線に避雷器が設置されていないか所があり、かつ、鉄塔間の距離が不揃い

で、設計基準がないように見受けられた。

4.1.3 変電設備 

(1) 設備概要 

レイ地域における変電設備は大小 6 か所の変電所と 1 か所の Erap 開閉所から構成される。Erap 開
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閉所は、円借款事業で整備する際に変電所に名称変更する計画となっている。

変電設備には、11kV の SWGR も含まれる。

一方、レイ市内への電力供給は Milford 発電所及び Taraka 変電所の 2 か所で担っている。これら発

変電所の主変圧器仕様を表 4-2 及び表 4-3 に示す。

表 4-2  Milford 発電所の変圧器の仕様

出典：PPL 

表 4-3  Taraka 変電所の変圧器の仕様

(As of End of Nov. 2013)

No. 1 No. 2 No. 3 No. 4 No. 5 No. 6 No. 1 Aux. No. 2 Aux.

1 Capacity [MVA]
1) ONAN --- 15 15 15 14 15 0.75 0.75
2) ONAF --- 20 20 20 20 20 --- ---

2 Voltage [kV] 132/11 132/11 132/66 132/66 66/11 11/6.6 11/0.415 11/0.415
3 Tap:    1) No. --- 5

          2) Details --- +/- 2x2.5% +/- 8/12x1.25%
4 %Z at rated capacity

1) HV/LV [%] 10.05 3.81/5.07 9.06 7.55
2) H1/H2 [%] --- --- --- --- --- --- --- ---
3) H1/H3 [%] --- --- --- --- --- --- --- ---
4) H2/H3 [%] --- --- --- --- --- --- --- ---

5 Winding --- Dyn11 Dyn11 YNd11 YNyno11
6 LIWV [kV] 325 550 325 325
7 AC Power Freq. [kV] 140 350 140 140
8 Manufacturer

1) Name --- *1
2) Year --- 2000 1993 1982.5

Operation Conditions OK
Remarks: LIWV: Lightining Impulse Withstand Voltage

*1: AEBS Chaina

RemarksNo. Description Unit
Step-down/up Transformer Station Transformer

出典：PPL 

(As of End of Nov. 2013)

No. 1 No. 2 No. 3 No. 4 No. 1, Aux. LB1X1 LB1X2

1 Capacity [MVA]
1) ONAN --- 25 15 15 0.75 0.75 0.75
2) ONAF --- 30 20 20 --- --- --- ---

2 Voltage [kV] 66/11 66/11 6.6/11 4.15/11 11/0.415 6.6/0.415 6.6/0.415
3 Tap:    1) No. --- 21 21 5 5

          2) Details --- +/- 8/12x1.25% +/- 10/10x1.25% +/- 2x2.5% +/- 2x2.5%
4 %Z at rated capacity

1) HV/LV [%] 7.54 8.58 7.85 4.93
2) H1/H2 [%] --- --- --- --- --- --- ---
3) H1/H3 [%] --- --- --- --- --- --- ---
4) H2/H3 [%] --- --- --- --- --- --- ---

5 Winding --- YNd11 YNd11 YNd11 Dyn1
6 LIWV [kV] 325 175 95 HV Side
7 AC Power Freq. [kV] 140 28 28 HV Side
8 Manufacturer

1) Name --- QRE Hyundai Merlingern
2) Year --- 2007.5 1988.8 2006.12 2005

Operation Conditions OK
Remarks: LIWV: Lightining Impulse Withstand Voltage

RemarksNo. Description Unit
Step-down/up Transformer Station Transformer
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(2) 運用状況 

発変電所の主変圧器は負荷時タップ切替装置付きで、力率調整用に Static Var Generator 等が設置

されているが、変電所の受電点における電圧及び力率調整は適切に行われているとは言い難い。

Taraka 変電所においては、定格 10MVar の SVG が 8MVar で、力率は 0.9 以下で運用されている。

また、一部の設備は、過負荷運用を余儀なくされている上、降圧用変圧器の容量も十分ではない。

なお、11kV SWGR の保護強調が不十分なため、１回線で地絡事故が発生すると、その回線が接続

されている 11kV SWGR の全ての回線が Trip する、もらい事故が発生している。

一方、Milford 発電所の 66/11kV 降圧用変圧器は容量が 20 と 30MVA と同じでないため、並列運

転が難しくなっている。

(3)  運転・保守の状況 

11kV SWGR を含む変電設備の維持管理は、総勢 4 名の変電チームで実施されている。なお、各設

備の試験・検査は Yonki に滞在している Testing Team により行われている。11kV SWGR を含む変電

機器及び保護リレー等の定期検査も Yonki に駐在している検査チームにより行われている。従って、

事故時の対応に時間を要している。なお、Milford の 11kV SWGR の保護継電器の設定は、検査員に

より、設定値が変わることがあるとのことであった。

一方、昼間でも所内等の水銀燈またはナトリウム灯が点灯しているところが多く見受けられた。原

因を聞くと、一律、Photic-Cell Switch が壊れているとの回答があった。

4.1.4 配電設備 

(1)  設備概要 

配電は、主に 11kV/415-240V の降圧用変圧器で各需要家へ配電されている。大口需要家へは 11kV
で電力供給している。なお、Taraka 及び Baiune 変電所間の一部の地域で 22kV/415-240V が採用され

ている。配電線路は、大部分が架空配電線路で一部ケーブルが採用されている。これら設備は老朽化

が顕著である。なお、架空線路は大部分が ACSR で、所々に力率改善用のキャパシタが設置されて

いる。以下に 11kV 配電線路の写真を示す。

Milford 発電所の 11kV 配電線路引き出し点。

電柱は Steel 製。

Nazdab 変電所内に設置の Nazdab 空港への 11kV
架空配電線路用の 1MVA 電圧調整器。
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一方、PPL は配電用変圧器に係る設備台帳を作成中で、この内、今回計測対象とした Milford 発

電所の Feeder-1 を表 4-4 に示す。

表 4-4 Milford Feeder-1 の配電用変圧器の概要

出典：PPL 

(2) 運用状況 

基幹配電線路は、ループ化されており、気中開閉器で事故時及び保守時に切り替えを行っている

が、図面が古く現状と合っていない。また、負荷の増加に対し配電線路の増強が追いついておらず、

過負荷の状態で運用している線路がある。このため、配電線路の寿命に影響が生じる悪循環となっ

ている。なお、一つの配電線に事故が発生すると、その配電線が接続されている 11kV SWGR の全

ての Feeder が Trip する。

(3)  運転・保守の状況 

配電線路の遮断器、気中開閉器の入切りは、変電設備と同様に一人の Operator による、電話連

絡で行われている。このため、需要家で生じた事故に対する対応が遅れるなど、危険な状況となっ

ている。なお、PPL の話では、一部の地区の力率改善用キャパシタの保護フューズがよく切れると

のこと。また、太平洋セメントの工場長の話では、たまに 6.6kV 側の電圧計で 11kV 側の電圧を換

算すると 15kV の受電電圧になることがあるとの話があった。

一方、保守については、配電チームが実施しているが、ほとんど事故等の後処理に追われ、適切

な電線サイズの検討及び採用が実施されているとは言い難く、11kV 架空線路を ABC に交換したが、

電圧降下が大きいため使用されていない線路があった。

4.1.5 需要側における簡易測定 

配電系統の現状把握のため、Milford 発電所の 11kV SWGR から引き出されている Feeder-1 につい

ての計測を選定したが、PPL は 415-240V 以上の高圧の計測の経験がなく、かつ、Tester 等の一般の

試験器具も持っていないため、計器の設置に多くの日数と時間を要した。また、電力量を計測する際、

Capacity Voltage LIWV/AC
[KVA] HV/LV ± Set [kV] [Year]

[yy/mm]
LAE-1 1 MAIN MARKET BUS STOP 1 1/2 300 11/433 3 Dyn11 4 300MA386 TYREE

2 FARMSET 1 1/2 500 11/433 3 Dyn11 4.17 52627005 ABB
3 KK KINGSTON MARKET KIOISK 500 11/433 3 Dyn11 4.24 5237901 ABB
4 WORKS WORKSHOP 1 1/2 300 11/433 TYREE
5 CARPENTERS HARDWARE 1 1/2 300 11/433 3 Dyn11 3.9 W890414 TYREE
6 LAE PACKAGING KIOISK 500 11/433 3 DY11 5.05 10897801 ABB
7 TYRES 4 U 2P 500 11/433 3 Dyn11 4.1 18472 CANZAC
8 L.B.C. SAWMILL KIOSK 300 11/433 3 Dyn11 4.3 80156 TYREE
9 SEWAGE PUMP 1P 200 11/433 3 Dy11 4.22 18499 CANZAC

10 TAIHEIYO CEMENT (*1) G/T 7,500 11/433 ±2x2.5 3 75/28-60/22 Dyn11 7.03 T934003 HYUNDAI 1993/3/1 20 ONAF
11 L.B.C. WORKSHOP KIOISK 500 11/433 4 Dy11 4.05 40405 POWER KING 
12 BRIAN BELL H/CENTER 1 1/2 300 11/433 3 Dy11 4 41062 OCREV
13 LINGS FREEZER KIOISK 300 11/433 3 Dy11 4.14 56457 ABB
14 B.O.C. G/T 1,000 11/433 3 Dy11 4.76 513301 ABB
15 B.O.C. G/T 1,000 11/433 3 Dy11 4.73 1506907 ABB
16 K.K.KINSTON FACTORY KIOISK 750 11/433 3 Dyn11 4.2 56466 ABB
17 FLOUR MILL G/T 1,000 11/433 3 Dyn11 3.94 104949 GLAMORGAN
18 FLOUR MILL G/T 1,000 11/433 3 Dyn11 5.43 5244 ABB

Subtotal 16,750 (*1): Transformer is property of Taiheiyo Cement Limited.
879 [A]

RemarksAge
Manufacturer

Serial # Name Year
Feeder

ID
DTX.
No. Location

Type
of

Setting

Transformer
Tap

Winding %Z
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位相等に対する考えが十分でないように思われた。なお、既に実施した記録によると、総合高調波は

瞬間的に 50%を超えている記録があった。

今回の簡易測定では、オーストラリア製の PM35 が 2 台手配されたが、一相分の力率が測れなかっ

た。また、配電線路図はあるが最新版にアップデートされていないため、配電線のサイズは聞き取り

で行い、距離は車で簡易測定した。7 日間における測定期間中、停電は 9 回発生し累積停電時間は 30
時間を超え電圧が 120%(13.2kV) と許容範囲以上で、周波数変動も+0.84、-0.86Hz を記録した。計測

した配電線路を図 4-4 に示す。

出典：調査団

図 4-4 簡易計測地点の配電線路図

4.2 その他の情報 

4.2.1 電力損失 

PPL は発変電所及び配電線路引き出し口における電力量等の計測は、行っておらず、電力損失はわ

Milford S/S
11kV Bus 1,250A Symbol

Length CB Circuit Breaker
[m] 12kV, LIWV:95KV Cable Head

630A ABS (Open)
25kA, 3-sec. ABS or DS (Close)

[FDR-1] Transformer
200 3C-XLPE, [1998] Open Point

Cu-200sq     C Capacitor
1,900         M Lightning Arrestor

5,000Amp?
1,700 ACSR-85sq      M Measuring Point

Tr
         kVA
11/0.415-240V

100 ACSR-85sq
300

200 ACSR-85sq

  C

100 ACSR-85sq

Tr. Tr. Tr.
         kVA          kVA          kVA

10 ACSR-85sq 11/0.415-240V 11/0.415-240V 11/0.415-240V

Tr for BOC
         kVA
11/0.415-240V

ACSR-85sq
500

800

Tr.
         kVA

300 11/0.415-240V
ACSR-85sq

No. 33 Tr. 
         kVA
11/0.415-240V

200
ACSR-85sq Tr. for 

         kVA
11/0.415-240V

ACSR-85sq
200

Tr. for Sewage
200 kVA

Tr. 11/0.415-240V
250     kVA

11/0.415-240V
200

ACSR-85sq

PPL
200sq-Cu

3,960 50 3C, XLPE

Taiheiyo Cement Limited (TCL) TCL
11kV Cubicle

Tr.   Remarks:
5/7.5MVA   Incoming Breake shall be provided on 11kV Cubicle side.
11/6.6kV

      M 4.85/7.03%
Dyn11
1993.3
75/60kV AC:28/22kV
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からない状況となっている。現在、電力損失は発電電力量と売電電力量で算出している。従って、発

電所及び変電所の所内動力はもとより、事務所等の消費電力量が判らない状況である。

近年、2008 年～2012 年における Ramu 系統の発電及び売電電力量によると、発電電力量は年平均

約 4%で増加しているが、売電電力量はほぼ横ばいとなっている。一方、所内動力と電力損失の合計

は年平均約 29%の高い伸びを示している。これらから電力損失（Technical+Non-technical）は 20%前

後と想定されている。

これら発電電力量及び売電電力量を表 4-5 に示す。

表 4-5 Ramu 系統の発電電力量と販売電力量（2008 年～2012 年）

出典：PPL 

4.2.2 レイ地域の発電設備の現況 

PPL が運用している発電設備は 2 か所に有り全てディーゼル発電である。定格出力の合計は約

38MW で内訳は、Milford 発電所に約 28MW：現有出力 9.5MW、Taraka 変電所に 9.8MW：現有出力

8.4MW が設置され、尖頭負荷用として運用されている。なお、Taraka 変電所の発電設備は屋外型の

パッケージ型で、仮置きされた形で運用されているため、Oil/Water Separator 等は設置されていない。

DEG の燃料は Light Diesel Oil を使用しているが、発熱量等の資料はない。従って、発電効率は発

熱量、比重等を仮定して算出している。

Milford 発電所の DEG は 25 年以上前の製造で、予備品も入手が困難なため、故障した発電設備を

予備品の供給源とする Cannibalization が進行している。補機の動力は計測されておらず発電所所内に

おける消費電力は 2 か所で計測されているが、計器の校正は一度も行ったことがないとのことであっ

た。

発電チーム長は Milford の事務所で執務を行っており、総勢 23 名の職員で Taraka に仮置きしてあ

る設備も含めて維持管理を行っている。

一方、PPL 本部の話では、これら発電設備はレイ市内に位置し、排煙・騒音等、近隣住民に対し

環境上好ましくないので、Taraka 変電所から約 7km 東に位置する Singaua へ移設し、66kV で連系す

ることを検討しているとのことであった。

Milford 及び Taraka の発電設備の概要を表 4-6 に示す。

AAIR

[MWh] [%] [MWh] [%] [MWh] [%] [MWh] [%] [MWh] [%] [%]

1 Generated Energy 312,114 100.0 329,666 100.0 346,695 100.0 348,262 100.0 366,568 100.0 4.1
2 Energy Sold 281,893 90.3 250,815 76.1 265,369 76.5 262,982 75.5 284,253 77.5 0.2
3 Item-1 - Item-2 30,221 9.7 78,851 23.9 81,326 23.5 85,279 24.5 82,315 22.5 28.5

Remarks: AAIR; Annual Avarage Incresing Rate.

DescriptionNo. Remarks
2008 2009 2010 2011 2012
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表 4-6  発電設備の概要

出典：PPL, Generation Team of Lae 

4.2.3 レイ地域の需要予測 

PPL が調査した資料及び DPEnt からの聞き取り調査で入手した情報を基に集計した予備的な検討

結果を表 4-7 に示す。なお、この中には、地方電化計画等は含まれていない。

表 4-7 レイ地域の需要予測
No. [MW] 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 Remarks

Future Plan
1) PNG Taiheiyo Cement 3
2) Prima 1 0.5 24
3) New Port 2.8 Cfd to ADB
4) Portion 508 Industrial Zone 8
5) KK Kingston 1
6) BOC 1 1
7) MMJV Port Only 10
8) Goodman Fielder 1.5 0.7
9) Majestic 1
10) Nambawan (Under Construction) 2 2
11) Dong Won (Awaiting Gov. Permit) 1 1
12) Haili sheng (Advanced Planning) 1 1
13) Mainland Holdings 10 5
14) Paradise Foods 1
15) SP Brewery 0.5 0.7 1 1

Sub total 8 23 16 1 0 10 0 24 0 0 0

Wafi Golpu (Gold/Copper Mine) *1
1) For Construction Stage [MW] 30
2) For Operation [MW] 150

Sub total 30 0 0 0 0 150 0 0 0 0 0

Remarks:
1) *1: Estimated value by DNEnt.

Description

出典：PPL 

(As of End of Nov. 2013)
Operation (*1)

Mode Engine Year Firing Hr. Generator Year [Year] Installed Available

A: Taraka S/S
1 No. 1 DEG Lae LDO Peak-Cut Caterpillar 7,311 1.4 1.2
2 No. 2 DEG Lae LDO Peak-Cut Caterpillar 1.4 1.2
3 No. 3 DEG Lae LDO Peak-Cut Caterpillar 1.4 1.2
4 No. 4 DEG Lae LDO Peak-Cut Caterpillar 1.4 1.2
5 No. 5 DEG Lae LDO Peak-Cut Caterpillar 1.4 1.2
6 No. 6 DEG Lae --- Retired --- --- --- --- --- 2013 --- --- Burnt
7 No. 7 DEG Lae LDO Peak-Cut Caterpillar 1.4 1.2
8 No. 8 DEG Lae LDO Peak-Cut Caterpillar 1.4 1.2

Sub Total 9.8 8.4
B: Milford P/S

1 No. 1 DEG Lae --- Retired --- --- --- --- --- --- --- ---
2 No. 2 DEG Lae --- Retired --- --- --- --- --- --- --- ---
3 No. 3 DEG Lae LDO Peak-Cut Ruston 1969 1969 2.4 2.0
4 No. 4 DEG Lae LDO Peak-Cut Ruston 1969 1969 2.4 2.0
5 No. 5 DEG Lae LDO Peak-Cut Ruston 1969 1969 2.4 2.0
6 No. 6 DEG Lae LDO Peak-Cut Mirrlees 1988 1988 3.3 2.5
7 No. 7 DEG Lae LDO Peak-Cut Mirrlees 1988 1988 3.3 (*2)
8 No. 8 DEG Lae LDO Peak-Cut Mirrlees 1988 1988 3.3 (*2)
9 No. 9 DEG Lae LDO Peak-Cut Mirrlees 1988 1988 3.3 (*2)

10 No. 10 DEG Lae LDO Peak-Cut Mirrlees 1988 1988 3.3 (*2)
11 No. 11 DEG Lae LDO Peak-Cut Mirrlees 1988 1988 3.3 (*2)
12 No. 12 DEG Lae LDO Emergency Foxtel 1.4 1.0

Sub Total 28.4 9.5
C: Private P/S: IPP (Morobe Province)

1 Baiune Morobe HPP Base --- 10 10

Sub Total 10.0 10.0
Total 48.2 27.9

Remarks:
1. LDO: Light Diesel Oil (*1): Actual and/or planned retirement year.
2. HPP: Hydro Power Plant (*2): This unit may be operable if spare parts were available.
3. IPP: Independent Power Producer

Capacity [MW]
RemarksNo. Description Location Fuel

Name of Manufacture and Manufacturing Year
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4.3 課題 

レイ地域の現況を踏まえた課題として下記が挙げられる。

(1) 変電及び配電設備

1) 設備容量の不足

変圧器等の主要機器ならびに配電線路の仕様が負荷に対し不足している。

2) 安全管理に対する配慮不足

需要家側の事故に対する対応が徹底されていない。また、責任分界点が不明確である。

3) 保護協調が取れていない

11kV 配電線用 Feeder の保護継電器の協調が取れていないことによるもらい事故が発生し、停

電範囲が広く及んでいるケースが見られる。

(2) 配電系統の運用と維持管理

事故時の原因究明と対策に難点があり、同じような事故が繰り返されており、事後処理に追われ

ている。また、これらに対する、検討と対策の記録等が十分整理されていないため、適切な維持管

理が行われていない。

(3) 電力損失の確認

各発電所及び変電所の所内電力量等の記録を取るようにし、少なくとも、Technical 及び

Non-Technical Loss の合計ぐらいは把握できるようにする必要がある。これにより、昼間に、変電

所所内及び事務所敷地内の街灯が点灯しているというような無駄を防げると思料される。なお、

変電側で 11kVの送り出し電圧・力率を制御することによる電力損失低減を検討する必要がある。

(4) 設計基準の整備

配電設備に関わる設計基準を入手したが、これは 1988 年 5 月に制定されてから一度も改定され

ていない。また、発電所の監視制御盤のミミック・バスも電圧別に採用している色が統一されて

いないので早急に統一する必要がある。

一方、主要機器の遮断容量等もまちまちで、将来系統が更新される時には、既存設備の仕様に

十分留意して計画する必要がある。

(5) 高調波対策

レイ市内では、高調波の影響が顕著に現れていると思われる。これにより、フューズの不必要

な交換等が発生し、配電系統の維持管理費用を圧迫していると推察される。

(6) 機器の保守・点検記録

電力設備の保守点検記録を整備し、年間予定を立て計画的に実施することが望まれる。特に、

これらの記録は、Monthly Report等で管理し、後日、参考資料として、誰でもが閲覧出来るように

することが望まれる。

(7) 電力および電力量の記録

電力および電力量等の記録の信頼性を確認する必要がある。現在、Taraka における電力量の記録

は、電流値（3 相の平均値と思われるが定かでない）の読み値を基に、電圧を 11kV、力率を 0.85
一定と仮定し算出している。
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5. 環境社会配慮

環境社会配慮については、送配電網拡張・修復事業準備調査において詳細に調査されているため、

本調査では、環境法および環境省組織体制等に変更が無いことを確認した。なお、パプアニューギニ

アは Secretariat of the Pacific Environment Program (SPREP)に加盟している。

PCB（ポリ塩化ビフェニル15）処理の現状についてヒアリングを行ったが、回答が得られなかった。

配電網開発計画策定に当たっては、PCB を含む変圧器等の有無の確認、更新時の適切な保管方法等

について配慮する必要がある。

6. プロジェクト概要および留意事項 

6.1 詳細計画策定調査結果および本格調査内容の考え方 

パプアニューギニア電力公社（PPL）からあげられている当初の要請は、レイ地域の配電網におい

る配電網の改善が急務であり、地絡事故の防止、配電線容量の拡大、不法接続の防止等についても対

策を講じる必要があることから、レイ地域の配電網開発計画の策定であった。

しかし、本詳細計画調査の結果、レイ地域の電力の安定供給および信頼度向上を図るためには、配

電網だけではなく、発電および送変電設備の改善を図る必要があることが明らかとなったことから、

国家開発計画（Momase 経済回廊開発計画）および国家電化展開計画（NEROP）等に伴う急速な電力

需要の伸びに対応したラム系統全体の電力開発マスタープランの策定が必要不可欠であるとの認識

の上、パプアニューギニア国側と協議を行った。

その結果、協力の内容は以下の 2 つのコンポーネントで構成することでパプアニューギニア国側と

合意した。

 (1) ラム系統電力開発マスタープラン調査

 (2) レイ地域配電網開発計画調査

上記協力の範囲・内容の他、スケジュール、双方の役割と責任について協議を行い、基本的な合意

を形成した。合意内容は、添付協議議事録（M/M）に取りまとめ、調査団とパプアニューギニア国

側とで協議議事録（M/M）に署名を行い確認した。 

6.2 R/D の署名について 

協力内容に関する最終的な協議議事録（R/D）は、双方で承認手続きを経た後、2 月 13 日に、JICA
パプアニューギニア事務所所長、石油エネルギー省大臣、パプアニューギニア電力公社社長の間で、

署名を行う予定。

本調査で計画した協力の概要は以下のとおり。

                                                  
15 PCB は難燃性で化学的・熱的に安定、絶縁性が高いなど様々な優れた性質を持つ無色透明な油状の物質であり、か

つて、トランス・コンデンサ用の絶縁油、熱媒体（触媒油）、潤滑油、感圧複写紙等に使用された。しかし、人体に

取り込まれると重篤な慢性疾患を生ずる。日本では、1975 年をもって製造・輸入が禁止された。
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6.3 協力の概要 

6.3.1 プロジェクトのタイトル 

英文名：Project for Lae Area Power Development Master Plan 
和文名：パプアニューギニア国 レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト

なお、上記プロジェクト名称は要請時点のものであるが、今後変更となる可能性がある。

6.3.2 プロジェクトの目的 

急速な経済発展に伴う電力需要の伸びに対応した経済的かつ供給信頼度の高い電力インフラを整

備することが重要な課題となっており、最大の商業地域であるレイ地域の電力開発 15 か年計画（2016
‐2030）を策定するために必要な調査を行い、電力マスタープラン策定を目的とする。

6.3.3 成果 

1. ラム系統を対象とする電力開発マスタープラン（電源開発計画及び送変電拡充計画）が

策定される。 

2. レイ地域（レイ市内、ナザブ、エラップ、タラカ周辺）の配電網整備計画が策定される。 

6.3.4 協力対象地域 

成果 1 関連：ラム系統対象州（モロベ州、マダン州、東ハイランド州、西ハイランド州、チンブー

州、エンガ州）

成果 2 関連：レイ地域（レイ市内、ナザブ、エラップ、タラカ周辺）

6.3.5 協力スケジュール 

2014 年 6 月頃から約 25 ヶ月間を想定

6.3.6 実施機関（カウンターパート） 

パプアニューギニア電力公社（PPL）および石油エネルギー省（DPE）

6.3.7 活動内容（協力スコープ）

【成果 1 関連】

1-1 基礎情報収集分析

 当国政府の開発戦略計画（DSP）の進捗状況および経済動向に関する情報収集・分析、

 当国の人口増加率の動向ならびに予測、地方電化政策の実施状況に関する情報収集・分析

 ラム系統における既設発送配電設備に関する設備仕様、運用状況（供給能力、リハビリ・廃

止計画）、運転経費等の情報収集・分析

 系統運用方法（周波数・電圧・力率の調整方法、通信方法）および保護リレーに関する情報

収集・分析
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 ラム系統における現在進行中や建設中の新規発送電設備の場所、設備仕様、コスト、開発形

態 (政府, IPP16, PPP17等) の情報収集・分析

 エネルギー政策ならびに需給計画に関する情報収集・分析

 電力・エネルギーセクターへの他ドナーの支援状況に係る情報収集・分析

1-2 エネルギー・電力需給予測

 経済指標、人口増加率、地方電化率に基づくマクロエネルギー電力需要予測

 一次エネルギー開発計画および供給コストの評価

 モマセ経済回廊計画 、マダン市新商業区域整備計画、レイ地域工業団地計画及び鉱山開発

計画等に基づく、積上げ法による電力需要予測

 日負荷曲線の変化の想定

1-3 各種電源の開発候補地点の検討

 水力、地熱、ガス火力、バイオマス等の新規電源について供給能力、単機容量、建設費、燃

料供給計画、燃料単価等について情報収集・分析

1-4 最適電源計画

 一次エネルギー開発計画および各種電源の発電コストに基づく開発シナリオの検討、および

2030 年断面における最適電源構成（ベストミックス）の検討

 ポートモレスビー系統との系統連系の可能性について、経済性の観点から比較検討

 2030 年断面の最適電源構成の達成を目指し、各開発地点の開発工程、財源等を考慮した各

年度の電源投入計画の検討・提案

1-5 系統計画

 需要予測、最適電源開発計画に基づく、ラム系統の基幹送変電網の系統解析

 上記に基づく、2015 年 2030 年までの 5 年ごとの送変電網拡充計画の検討

 系統運用方法および保護リレーに関する課題の整理、ならびに系統運用方法の改善計画の検

討・提案

1-6 環境社会配慮調査

 戦略的環境影響評価（SEA）の実施に必要な開発候補地点の基本情報の収集と分析

 複数の代替戦略・計画案について環境社会配慮の側面からの比較検討

1-7 発電所、送変電設備の運転保守組織体制の検討

 発電所、送変電設備の運転保守の組織体制の現状を確認し、最適な組織体制に関する情報収

集分析、検討・提案（必要に応じ組織改編、人材育成計画についても提案）

1-8 長期限界費用および長期投資計画

 上記電力開発計画に基づく長期限界費用の算出、ならびに長期投資計画の策定

【成果 2 関連】 

2-1 基礎情報収集分析

 レイ地域の既設の送変電および配電線網の設備仕様、運用状況、運転経費等に関する情報収

集・分析

                                                  
16 IPP: Independent Power Producer（独立発電業者）
17 PPP: Public Private Partnership（官民パートナーシップ）
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 レイ地域の電力損失、配電線網の事故原因に関する情報収集・分析

 レイ地域における現在進行中や建設中の新規送変配電設備の場所、設備仕様、コスト等の情

報収集・分析

 レイ地域における発送変配電設備の運転保守に関する情報収集・分析

2-2 送変電および配電線網の課題整理と対応策検討

 電力損失、配電線路事後の原因調査ならびに対応策の立案

 高周波の原因調査と影響の実態調査ならびに対応策の立案

 基幹系統における系統度解析による課題の整理

2-3 配電網構造設計

 供給信頼性の確保、電力損失の低減、ならびに運用維持管理の容易性の確保の観点から、レ

イ地域で最適と考えられる配電網の構造を検討

2-4 配電網整備事業計画立案

 レイ地域内の配電網の改修・増強・更新の優先地区を緊急性と重要性の観点から選定

 整備事業計画の立案、および設備設計の実施

 配電自動化、地中化、スマートグリット等の最新技術の導入の要否、時期の検討

 実施体制、実施工程の作成、およびプロジェクト費用の積算

 配電網整備事業の経済財務分析、および実施可能性の評価

2-5 初期環境評価

 上記配電網整備事業について初期環境評価を当国の環境法ならびに JICA 環境ガイドライン

に従って実施

2-6 配電網整備事業モニタリング

 モニタリングエリアの選定、および作業計画の立案

 変電所の電圧・力率管理等に関する助言、ならびに各フィーダ負荷を考慮したフィーダの優

先順位の考え方の指導

 各種保護継電器等の目的及び基本動作に関する指導

 予防保全及び予知保全に係る考え方の指導

6.4 本格調査実施上の留意点 

本格調査に当たっての留意点は以下のとおりである。

(1) ラム系統電力開発マスタープラン策定

パプアニューギニア政府は 2030 年までに地方電化率 70%を達成し（開発戦略計画 2010-2030）、
2050 年までに 100%を達成すること（ビジョン 2050）を目標としている。2011 年 2 月には、電

力産業政策（Electricity Industry Policy）が国会で承認され、その後、同政策の下、官民の電力関

係案件の調整機関として、石油エネルギー省、国家計画モニタリング省、財務省、IPBC、パプ

アニューギニア商工会議所等から構成される、電力管理委員会（Electricity Management 
Committee）が石油エネルギー省（DPE）傘下に発足した。

従って、EIP（石油・ガス開発計画、鉱山開発計画、産業開発計画、地方電化計画）に基づき、

ラム系統がカバーするエリアの電力需要の想定を複数のシナリオで行うとともに、経済性・信頼

度の高い長期電力供給計画を策定することが必要である。
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特に、鉱山開発に伴う電力需要は数百 MW オーダーであり、系統に及ぼす影響が大きい一方、

生産価格と市場価格の変動に伴い開発時期（生産規模）が変わりやすいという面を持っているこ

とに留意する必要がある。このことから、鉱山開発の電力需要に対する電源の開発に当たっては、

鉱山会社による自家発を含め電源開発方法（IPP, PPP, BOT 等）ならびに送受電方法（系統への

連系の有無）についても経済性ならびに環境負荷の観点から検討する必要がある。

新規水力開発計画の評価に当たっては、将来の負荷変動、水力の調整能力（調整池・貯水池式）、

常時出力、単機容量、規模、投入時期、経済性ついて、十分検討評価することが重要である。

さらに、基幹系統の拡充計画策定に当たっては、2030 年の系統規模が 1,000MW 程度に増大す

るケースも念頭に 230kV - 250kV の導入の要否について検討するとともに、系統安定および必要

予備力の削減の観点から POM 系統との連系の経済性についても検討することが望ましい。

今後 EIP に基づき PPL は 1 電力事業者として位置づけられ、パプアニューギニア国内の電力

開発マスタープラン策定は、石油エネルギー省が主体となって行うこととなると考えられるが

、現時点では人材を含め策定能力は極めて低いことを考慮の上、本協力において技術移転を十

分図る必要がある。

(2) レイ地域配電網開発計画策定

設備台帳等の基本的な技術情報が整備されていないため、調査団はまず聞き取りにより設備台

帳を整備するとともに、その情報の正確性を現地で再確認する必要がある。また、逆相受電して

いるか所があると想定されるので、11kV 系統はもとより、全ての配電用変圧器の 2 次側を調査

し、その後、負荷測定を行う必要がある。

一方、配電網開発計画では、既存変電所の容量が不足しているので、新規変電所の計画が必要

と思われるが、環境社会配慮に留意するとともに、現在検討されている、ディーゼル発電所の

Singaua への移設及び Mongi Bulum 水力発電所計画の動向等を十分調査し、送電線ルート等を考

慮し、新設変電所用地、設備容量等の計画立案に配慮する必要がある。また、SCADA の導入に

おいては、電力量の管理ができるよう、所内電源、基幹 Feeder 等には計測機器を設置する必要

がある。なお、当該地域は雷が多発するので適切な対策が必要である。

(3) 現地調査における安全の確保

パプアニューギニアにおいて活動を実施する上で、一般治安の悪さが大きな障害となっている。

特に、レイは最も危険な地域の 1 つである。したがって、現地調査工程に応じて調査中・プロジ

ェクト実施中の協力、必要に応じて同行をレイ市警察署に依頼・確認する。また、プロジェクト

活動地域を選定する際は現実的に日本人専門家が活動できる地域を特定し、必要な安全対策（案、

費用含む）を策定する必要がある。

6.5 人材育成の必要性 

人材育成は今後の課題であり、案件実施の際は可能な範囲で対応することが望ましいが、以下の項

目を達成するために投入量を追加するものではない点に留意する。

(1) ラム系統電力開発マスタープラン策定

PPL が今後安定した電力供給と健全な経営を図るためには、以下の能力強化が望まれる。
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1) 電力会社として、今後パプアニューギニアの経済・福祉・生活が発展してゆく基礎となる電

力の需要増大に対して、PPL の新規電源計画、新規設備の設計・調達、送電配電線の拡張、

維持管理、料金回収、経営の各部門で人材が必要である。

2) 新規電源計画は、電力会社の将来を決定するものであり、これを社外へ委託したとしても、

評価判断することは、自ら行うべきことである。今後の PPL の新規電源として想定される水

力、バイオマス、地熱について、その計画・設計、調達、発電運用、維持管理の面から、

PPL 社内に判断できる人材が必要である。

3) バイオマスについては、最も有望なのは製材所からの廃材利用発電である。発電所運用経験

のある IPP 業者がおり、意思の疎通が保たれれば、今後の電源計画および安定した電力調達

は可能と思われる。

4) 水力発電については、パプアニューギニアの包蔵水力を把握し、今後の電力需要の伸びおよ

び日負荷曲線の変化に対応した調整能力、電力品質改善能力（AFC および AVR）を考慮した

開発計画を策定できる人材が求められる。また、水力発電の構成比率が高いパプアニューギ

ニアでは乾季および渇水年の発電電量不足も統計的に考慮し、電力供給計画に織り込むこと

ができる人材が求められる。

5) 特に、水力発電所の運用形式（流れ込み式、調整池・貯水池式）、設備容量、単機出力の選

定は、水力ポテンシャルと系統運用の観点から電力会社が決めるべき電源策定上の重要項目

である。

6) 上記電源開発計画（最少費用法）の考え方に基づき、経済的かつ安定した供給計画を立案し、

発電所の運用を行なえる人材が求められる。

7) 発電所が完成後、維持管理を適正に計画し運用してゆくことは、電力の安定供給上肝要であ

る。発電機器については、近年デジタル機器の進歩が著しく、既設発電所の設備更新時には

、これらの新技術に基づく機器を導入する知識が要求されることから、発電所の維持管理の

専門家の育成が求められる。

8) PPL は、需要の伸び、系統の安定供給、および電化率の向上の観点から、送電線・配電線の

延長を継続する必要がある。このためには、系統運用から見た、最適な基幹送電線の整備・

拡張計画、設計、建設、維持管理の専門家が要求される。

 

以上のとおり、調査や計画・設計を直接実施しなくても、それらの結果を評価できる人材が電

力公社には求められ、今回の協力を通して、以下の業務に関して一定の能力向上を図ることを視

野に入れる必要がある。

1) 最適電力開発マスタープラン策定技術

2) 水力、バイオマス、地熱、ガスコンバインドサイクルの Pre-FS レベルの計画・設計の評価

3) 系統計画と送電線の拡張計画の評価

(2) レイ地域配電網開発計画策定

配電網の開発計画は、現状を的確に分析・把握し、加えて正確な需要想定をベースに実施する

必要がある。しかし、PPL は、発電、配電、変電等の部門毎には基礎的な技術力を有しているも

のの、安定した電力供給に必要不可欠な電力システムとしての捉え方、すなわち、各部門間の密

接な情報交換と協調性が欠如している。また、Lae 支局の配電部門は、増強計画立案・運転・維
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持管理等に係る基本的技術力が十分とは言えない。従って、需要に即した配電網を持続的に維持

管理するためには、Core となる人材育成が急務であるが、同時に、各分野におけるスタッフの

能力強化をすること視野に入れる必要がある。以下に、部門毎に必要と思われる概略項目を挙げ

る。

4) 需要想定については、その必要性を基礎から指導するとともに、カテゴリー別の需要想定の

考え方を取り入れることが必要と思われる。

5) 各種記録については、現在、計算で電力等を算出しているので、必要な実測値を記録する事

が重要である点等を理解させる必要がある。また、実情・負荷調査における記録内容・方法

等を詳細に指導し、正確な計測ができるよう指導する必要がある。

6) 保守関係では、最低限必要な検査事項は記録し、いつでも参照できるよう保管する習慣を身

につけるよう助言する必要がある。また、最低限必要な機材の使用方法の指導も必要と思わ

れる。

7) 検査についても、保守同様であるが、保護リレー等の設定計算書は、常に参照できるよう整

理しておく必要がある。

8) 増強・更新計画に対し、その時だけの情報を基に計画し、実施するのではなく、しっかりし

た需要想定をベースに実施する必要性を指導する事が望まれる。

9) 事故に対する、原因究明と対策立案ができるよう指導する。

10) 高調波に係る基本的な知識を指導するとともに、対策案についても助言する。

11) 設計基準等の社内基準の必要性を指導すると共に、これらの整備に関わる人材育成も必要

である。

12) 基幹配電線路の考え方及び仕様決定方法等を指導すると共に、その運用についても基本的

な考え方を指導する必要がある。

13) 電力損失に対する考え方及びその低減方法について指導する必要がある。

6.6 本格調査工程案 

調査工程案は、次項のとおり。

6.7 業務量の目途と業務従事者の構成 

(1) 業務量の目安

年度

△ △ △ △ △

Ic/R It/R Pr/R Df/R F/R
△ △ △

1stWS 2ndWS 3rdWS

Ic/R：インセプションレポート　Pr/R：プログレスレポート　It/R：インテリムレポート

Df/R：ドラフト・ファイナルレポート　F/R：ファイナルレポート

2015年度 2016年度

報告書

11 12 1 3 4月

現地作業

2

国内作業

WS / Seminar

5 64 7 21 3 8 9 10 56 7 8 9 10 11 12

2014年度
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53 

合計 110 MM（現地：77MM、国内：33MM）

(2) 業務従事者の構成

要員計画の構成分野（案）を以下に示す。

1) 総括／電源開発計画

2) 電力需要想定

3) 一次エネルギー

4) 系統計画

5) 系統解析

6) 系統運用

7) 配変電計画

8) 配変電設備

9) 配変電運転保守／業務調整 A
10) 保護リレー

11) 環境社会配慮

12) 水力発電計画

13) 火力発電計画

14) 経済財務分析

15) 業務調整 B

6.8 投入機材 

投入機材（案）を以下に示す。

(1) 3 phases Power Analyzer (POWERMONIC PM45)×1 台   
(2) (3 phases Earth Leakage Recorder + 1,000V Megger)×5 式   
(3) (Digital Multimeter + Phase Rotation Meter+GPS)×5 式    
(4) Compact Power Meter×5 台   
(5) Fault Locator (1-km) ×1 台    



 
1.  協議議事録 M/M（R/D 含む）
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2.  質問票
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3.  面談記録および現地視察報告書
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面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年；11 月 22 日（金）11 時 00 分～11 時 45 分

関係先 ：Asian Development Bank (ADB) 

場 所 ：ADB, Level-13, Deloitte Tower, Meeting Room 

出 席 者：（敬称略）

ADB Mr. Fred Ramos; Project Officer (Energy) 

JICA 調査団： 伊東、瀬戸

1. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査の目的、基本方針及び概略行程を説明後、

意見交換・情報収集等を行った。主な内容は以下のとおり。

2. 一般情報

1) 現在、レイ地域で実施している Project は下記；

a) Lae Port Development Project で、完了予定は Nov. 2014 で、必要な電力は、後日調べ

てメールしてもらうこととし、12 月 10 日に現在詳細設計中でありそれが終了した

ら連絡するとの回答があった。

b) Rural Electrification は、Morobe Province では実施していな。理由は、PNG からの要

求がないからとのこと。

2) PNG で実施している Power Sector 関係の案件としては下記がある

a) Implementation of the Electricity Industry Policy (TA) 

b) Improve Energy Access for rural Communities (Grant) 

c) Port Moresby Power Grid Development Project (TA; HPP) 

d) Town Electrification Investment Program – Tranche 1 (Loan) 

e) MFF: Town Electrification Investment Program (Loan) 

尚、上記項目-c)については、シドニーの Office に確認後、メールしてもらう事としたが、

12 月 10 日、現在 Draft Final を作成中で、終了したら Website に UP するのでそれを見て

欲しいとの回答があった。

3) Difficulty 

Document を提出してもなかなか返却されない。PPL の Capacity 不足、DNPM～IPBC な
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どへの連絡がスムーズに行っていないと思われる。

3. 技術関係

1) 停電の原因は、発電所側によるものが多いと考えられるとのこと。

2) 現在計画中の電力案件は、特になし。

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 22 日 記載者：伊東、瀬戸

Website: www.adb.org/pnrm 

現地視察報告書 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年 11 月 30 日（土）8 時 30 分～15 時 30 分

関係先 ：PPL-LBO

場 所 ：Baiune-1; 33/22kV S/S 及び Baiune-2; 33/132kV S/S 

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Ronnie Kopi; Asset & Distribution Manager (LBO) 
Mr. Jimmy S. Mupangke; Control (LBO) 
Mr. Gordon sulei; Electrician 

JICA 調査団： 瀬戸

4. Baiune-1, 22/33kV 変電所の概要

1) 当該変電所は、Taraka 発電所の 11kV(FDR-5)から引き出し、Highland Highway のブランチか

ら入ったところで、11/22kV に昇圧し、約 95km 離れたところに位置した無人変電所で、配

電線路の途中に Auto-recloser は設置されておらず、電線に弦が巻きついて保守状況は好ま

しくない。途中クレオソートを使用していると思われる 22kV 用木柱があった。

2) ブランチに入るとかなり悪い道が有り、変電所までは約 2 時間半かかった。 途中に

Mumeng 変電所があったが 2009 年に発生した洪水（土石流と思われるが）で押し流され跡

形もなかった。また、小さな川を渡るので４駆でなければいけない。現在橋を架ける計画

があるとのこと。

3) 敷地は、20x10m 程度で、2 台の 2.5MVA 降圧用変圧器が設置されている。引込線路は 33kV
で IPP から供給されている。

4) 当該変電所には、22kV 送り出し線に Auto-Recloser が設置されているが、33kV の引き込み

用遮断器は設置されておらず、買電電力量計は IPP の 33kV 変電所に設置されている。

5) 降圧用変圧器は、Shanghai Voltage Regulator Manufacture Co., Ltd で、Impedance が 1.22%と
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刻印されており信じがたい。

6) 責任分界点は、変電所内の 33kV 断路器のつなぎ込み点とのこと。

7) 所内用変圧器は、かなり古く油漏れがあったので近づけなかった。

5. Baiune-2, 132/33kV 変電所の概要

1) 当該変電所は、上記 22/33kV 変電所から車で約 10 分のところに有り、今年運開。当初は、

22/33kV 変電所を拡張する予定だったが、新規にこの変電所を建設したとのこと。

2) 電力は IPP から 10MW を 33kV で受電し、20MVA 変圧器で 132kV に昇圧し Erap 変電所と

繋がっている。途中 Hidden Valley の 132kV 線が T 接続しているとのこと。

6. 現場写真

Baiune-1, 33/22kV 変電所全景 所内用変圧器

右奥に、建設途中で放棄した 132kV 送電線

路用コンクリートポールがある。

No.2 降圧用変圧器名盤

製造年月日が刻印されていない。
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Baiune-2, 33/132kV 変電所全景

手前が 132kV 送電線（送り出し）

20MVA、33/132kV 昇圧用変圧器の名盤

2012 年 8 月製造

33kV 引き込み線

IPP から 10MW で受電。

丘の向こうに水力発電所がある。

132kV 送電線

電力線搬送：Power Line Carrier (PLC)の代わり

に OPGW が架線されている。

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 30 日 記載者：瀬戸

Website: www.pngpower.com.pg 

現地視察報告書 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 
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開催日時：2013 年；11 月 23 日（金）9 時 00 分～10 時 30 分

関係先 ：PPL - POM 

場 所 ：Boroko 変電所

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Francis Uratun; Manager, Strategic Infrastructure Planning 
Mr. Reuben Muru; Specialist, Engineer Transmission and Distribution 

JICA 調査団： 伊東、瀬戸

7. 変電所の概要

1) 変電所の運用開始は 1975 年以前で定かでない。

2) Feeder 数：

a) 66kV : 7-feeders, 2-feeders for Step-down Tr. 
b) 11kV: 12-feeders 

3) コントロールパネル

a) 66kV : 変電所運用開始時に設置されたもの.
b) 11kV : 2011 年に更新、メーカーは TAMCO

4) 変圧器関係

a) No.1 Tr.: 30/67% (30)MVA, ONAN/ONAF, 66/11kV, OLTC 付き(21Taps)、2006 年製造

中国 TBEA Hengyang Transformer Co. 
b) No.2 Tr.: 30/67% (30)MVA, ONAN/ONAF, 66/11kV, OLTC 付き(21Taps)、2010 年製造

同上メーカー製

5) 11kV SWGR は昨年設置

6) その他：

a) 遮断器の遮断容量 66//11 kV - 25/25 [kA] at 3-sec. 
b) LIWV: 66/11 [kV] – 325/95kV, AC Power: (記載されていない)/38kV 
c) 所内 DC 電源：Battery は 1995 年製、48V を使用。

7) SCADA Room との情報伝達は無線を使用。

8) 当該変電所は、POM 系統で最大の変電所とのこと。

9) 変電所内のコントロールルームには全体系統図及び配置図が整備されていない。

10) 不要となった保護継電器盤がそのままコントロールルーム内に置かれていた。

11) 変圧器には Oil 漏れに対する Oil Pit が考慮されておらず、Oil 漏れはそのまま地面に染み

込んでいた。

8. 現地写真
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BOROKO Substation 全景

左端の建屋がコントロールルーム

11kV SWGR 

2011 年に設置。製造 TAMCO 

力率改善用 10MVA, STATCOM の設置工事中

力率を 0.9 に保つとのこと。

66kV Control Panel 

Color Code: 66kV: Brawn, 11kV: Orange 

保護 Relay は 51/51G のみ作動するとのこと。
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No.2 変圧器 No.1 変圧器

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 23 日 記載者：伊東、瀬戸

Website: www.pngpower.com.pg 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年；11 月 21 日（木）11 時 30 分～12 時 10  分
関係先 ：Department of Environment and Conservation (DEC) 

場 所 ：DEC Boroko National Capital District, 2F, Mr. G. Joku の執務室

出 席 者：（敬称略）

DEC Mr. Gunther Joku; Acting Secretary 

JICA PNG 事務所： 伊藤所員

調査団：   伊東、瀬戸

9. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査の概要を説明後、意見交換・情報収集等を行っ

た。主な内容は以下のとおり。

10. 一般情報

1) 当該部局は 1985 年に設立された。主な法規としては、1) Environmental Planning Act; 1978, 2) 
Environmental Contaminants Act; 1978, 3) Conservation Areas Act; 1978, 4) National Parks Act; 
1982 及び 5) Water Resources Act; 1982 等がある。

2) DEC の主な役割は,a) EIA of Major Projects, b) Environmental Policy Development, c) Pollution 
Control, d) Management of Water Resources, e) Conservation of Flora and Fauna, f) Establishment 
and Management of National Parks and Protected Areas 等が挙げられる。
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11. 技術関係

3) 環境関連法規は、Environmental Act 2000 及び Environmental (Amendment) Act 2002 が現時点

では最終版で新規 Amend 等はない。

4) 「配電用変圧器で、絶縁油に PCB が含まれているものを未だ使用しているか」との問い合

わせに対し、4~5 年前 Australian Aid の支援で PCB 処理がなされたが、現在も使用している

かどうかは把握していないとの回答であった。

5) 環境影響評価は、国内法に準拠し、国際法等、例えば、PNG が加盟している Secretariat of the 
Pacific Environment Program (SPREP)等も配慮するとのことであった。

6) 今回のプロジェクトでは、MP 作成であるため環境影響評価は必要ないので、その旨 JICA
へレターを発出する予定。

7) 下記情報提供を要求したが 11 月 21 日、12 月 4 日及び 12 月 6 日に Follow しているが 12 月

10 日現在、連絡なし。

a) Detailed organization chart 
b) National conservation and preservation map of PNG 
c) PCB update 
d)  Letter of Environment Permit to mention that DEC doesn’t require for the project. (JICA 

will draft the letter and send you later) 

12. 入手資料

1) DEC Annual Plan 2013 

2) Environment Act 2000 

3) Environment (Amendment) Act 2002 

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 21 日 記載者：伊東、瀬戸

Website: Not Available. 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年；11 月 18 日（月）14 時 10 分～14 時 50 分

関係先 ：Department of National Planning and Monitoring (DNPM) 

場 所 ：DNPM, 2F-FAS-Foreign Aid Div.の打ち合わせ室   

出 席 者：（敬称略）
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DNPM Ms. Jenny Tumun Bire; Assistant Secretary, Bilateral, Foreign Aid Division 
Mr. Dan Lyanda; Aid Coordinator, Bilateral Branch, Foreign Aid Division 
Mr. Hideo Kobayashi; Department Advisor-JICA Foreign Aid Division 

JICA PNG 事務所： 伊藤所員、中川企画調査員

調査団：   伊東、瀬戸

13. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査の目的、基本方針及び概略行程等を説明後、意

見交換・情報収集等を行った。主な内容は以下のとおり。

14. 一般情報

1) Minutes of Meetings (M/M)に DNPM もサインを行う。

2) 次回打ち合わせ（M/M 内容の協議）は 12 月 9 日（月）を予定している。時間はとりあえず

10 時ということにしたい（後日 11 日（火）の 10 時からとなった）。

3) Role：当部門は海外援助案件を監督しており、電力インフラは最も重要な分野である。

4) GDP 成長率などの経済統計データならびに 5 か年見通しは財務部が所有しており、Web サ

イトからも入手できる。また、2011 年センサスは 2014 年 6 月にファイナライズされる見通

しである（JICA 事務所がドラフトを所有している）。

5) Organization Chart 

2012 年 9 月時点の DNPM の「Top Structure」 を Kobayashi 氏より入手した（付属資料参

照）。本件の関係先は、Deputy Secretary Policy GR20 – FAS Foreign Aid GR18 – AS Bilateral  
GR16 である。

尚、この資料は、Website の Foreign aid Division のものと多少違っている。

6) PNG Development Strategic Plan 2011-2015 は、現在 Review 中であり、2014 年 4 月または 5
月ごろ公表される予定である。

15. 付属資料

1) Top Structure; September 26, 2012 

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 18 日 記載者：伊東、瀬戸

Website: WWW.planning.gov.pg 
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面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年； 第１回；11 月 19 日（月）15 時 00 分～15 時 40 分

第２回；12 月 10 日（火）9 時 00 分～11 時 00 分

関係先 ：Department of Petroleum and Energy (DPE) 

場 所 ：DPE, Gordon office 1F 会議室   

出 席 者：（敬称略）

DPE Mr. Vore Veve; Director, Energy Division & Deputy Secretary of Energy②

JICA PNG 事務所： 杉山所長、伊藤所員、中川企画調査員②

調査団：   伊東、瀬戸

16. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査の目的、基本方針等を説明後、意見交換・情報

収集等を行った。主な内容は以下のとおり。

17. 一般情報

7) Electricity Industry Policy(EIP)は 2011 年に承認された。コピーが無くなってしまったので、

メールで 3 名に送付するとのことで、後日受領した。

8) その他 3 つの Energy policies; National Energy Policy, Renewable Energy Policy and Rural 
Electrification Policy は関係機関からのコメント待ちである。また、その内、後者の 2 つ

（Renewable と Rural Electrification は W/B の支援を受けている。

9) Energy Division は現在 16 名（省全体では１２０名）であるが、来年 6，7 月には 77 名体制

になり、エネルギー分野の技術的規制局の役割を担う。これまで PPL が担ってきた業務を

本来の省庁が担うことから、増員はほぼ PPL 職員が移動することになる。ICCC は全セクタ

ーの価格規制局（Economic regulator）となる。

10) また、2012 年 12 月に電力管理委員会（Electricity Management Committee (EMC)）が構成員

5 名で設立された（委員長：DPE、委員：DNPM, DOTre, IPBC, POMCCI(Chamber Commerce 
Industry)）。併せて、全ての電力プロジェクトは EMC にかけられることが義務付けられた。

11) 従って、Minutes of Meetings (M/M)に DPE はサインをしないが、M/M は DNPM から EMC
に提出してもらうことになる。

12) DPE は Technical Regulator である。Website 及び Annual Report 等は無い。

13) EIP に記載されている、大口とは 10MW 以上を指す。

18. R/D 関係打ち合わせ
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1) MP の必要性を説明し、コンポーネントは①Ramu 系統の MP と②Lae Area の配電網の

Development とすることに賛同を得た。

2) MP の実施期間中は、EMC から Engineer をアサインさせる。

19. 入手資料

2) Electricity Management Committee (EMC) Guideline, October 2011 

3) Electricity Industry Policy (EIP), November 2011 

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 19 日 記載者：伊東、瀬戸

Website: Not Available 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年：11 月 19 日（火）13 時 40 分～14 時 40 分

関係先 ：Department of Public Enterprises (DPEnt) 

場 所 ：DPEnt; 4F、Meeting Room  

出 席 者：（敬称略）

DPEnt Dr. Clement Waine; Advisor 

JICA PNG 事務所：伊藤所員

調査団：    伊東、瀬戸

20. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査の目的、基本方針等を説明後、意見交換・情報

収集等を行った。主な内容は以下のとおり。

21. 一般情報

4) 現在、下記の 2 つの大きな鉱山開発計画が進行中で、これらはレイ系統に含まれる。

a) Wafi (Gold/Copper Mine)電力需要：建設期間 30MW、操業期間 180～200MW 

b) Yandera (Copper/Molybdenum Mine)電力需要：建設期間 25MW、操業期間 120～150MW 

c) 操業中の鉱山は、ラムニッケル鉱山。PPL からの電力供給を期待している：50MW 

5) DPEnt の website は現状なし。

6) 本調査に関わる MM 及び RD には関係しない。

7) DNPM との作業分担は、DNPM が計画する資源エネルギー、電力、鉱業、工業等の個々の分野
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の案件を DPEnt がそれらを統合し、整合性をとりながら各経済回廊地帯を計画実行するという

ことである。

8) 経済回廊の計画ための Business Plan 2013 を Singapore のコンサルタントに委託し作成中であり、

ドラフトが Oct. 2013 にできたところである。

9) 双日・三菱がガスタービンの建設計画書を提出した。

22. 技術関係

8) 電力需要

現在、水力発電所の建設に関連し、多くの電力需要がある。また、現在、申請ベースでは、

レイ近郊に銅精錬所（1000MW）を建設する計画もある。

特に、鉱山の開発では、Construction の時期に電力が必要となる点に留意する。

現在考えられる電力需要を入手したので添付資料に示す。

23. 添付資料

4) Power Demand on Ramu System (Preliminary) 

5) Major Resource Project 

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 20 日 記載者：伊東、瀬戸

Website: Not Available. 
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No. [Year] 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 Remarks

A: Lae Distribution System [Unit] Morobe Peovince

1 Wafi Golpu (Gold/Copper Mine)
1) For Construction Stage [MW] 30 30 30 30 30
2) For Operation [MW] 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 *1

Sub total 30 30 30 30 30 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

B: Other Distribution System (Out side of Morobe)
1 Ramu Nico (Nickel/Cobalt Mine) (Madang)

1) For Construction Stage [MW]
2) For Operation [MW] 30 30 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 *3

2 Yandera (Copper/Molybdenum Mine) (Madang)
1) For Construction Stage [MW] 25 25 25 25
2) For Operation [MW] 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 120 *2

3 Madang Marine Industrial Park 
1) For Construction Stage [MW]
2) For Operation [MW] 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 *4

Sub total 40 65 85 85 85 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

Total 70 95 115 115 115 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 *5

Remarks:
*1: Estimated demand is 180 to 200MW
*2: Estimated demand is 120 to 150MW
*3: Already in operation but below capacity (<50%?) and need to improve, therefore need additional power; Maybe 30-50MW
*4: Estimated demand for operations
*5: Total figures exclude demands for Copper Smelter (1000-1500 MW), Mt Kare Gold Mine (80-100 MW?), and Chuave Cement Plant (~10 MW)

Description

Power Demand on Ramu System (Preliminary)
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現地視察報告書 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年；第 1 回：11 月 27 日（水）16 時 00 分～16 時 3 0 分

         第 2 回：12 月 2 日（月）11 時 00 分～11 時 30 分

関係先 ：PPL-LBO

場 所 ：Erap Switching Station (SS) 

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Mairawesi Pulayasi; Distribution Planning Engineer (POM) 
Mr. Andrew Yuants; Network Planning Engineer (POM) 
Mr. Ronnie Kopi; Asset & Distribution Manager (LBO) 
Mr. Clement Ravini; Substation Manager (Ramu) 
Mr. Gordon Sulei; Electrician (LBO) 

JICA PNG 事務所：中川企画調査員

調査団：   伊東、瀬戸

24. 変電所の概要

1) 当該開閉所は、2012 年 12 月に運用を開始した PNG では最新鋭の 132kV、1-1/2CB 方式

を採用した開閉所で、2-Bay で構成されている。将来の増設用 Space がある。

2) 運用は、Taraka S/S に設置してある SCADA から遠方監視制御が行える計画で、現在調

整作業を行っている。尚、守衛は 24 時間常駐。

3) 132kV 送電線は、Yonki 発電所からの引き込みと Taraka 及び Hydden Valley 変電所への送

電の 3 回線が運用されている。従って、予備回線が 1-Bay ある。

4) SCADA は OPtical fiber Grand Wire (OPGW)。 24-cores を採用する予定とのこと。

5) 使用中の送電線路に設置されている避雷器 (LA)の読みを下表に示す。

表-1 132kV 回線のサージカウンターの読み 

 

Red Yellow Blue

A: Reading on 27 Nov. 2013
1 Yonki 601 2,371 2,023 847
2 Taraka 602 2,339 2,042 862
3 Hidden Valley 604 125 2,039 512

B: Reading on 2 Dec. 2013
1 Yonki 601 2,371 2,023 849
2 Taraka 602 2,339 2,042 862
3 Hidden Valley 604 127 2,039 512

Phase
No. Related S/S Line

No.

補足：12 月 2 日では、5 日間で Yonki-Blue+2、Hidden Valley-Red+2 の合計 4 回放電。
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6) 12 月 2 日の訪問時、SCADA は使用できない状態で、室内用エアコンも故障中で、非常

に蒸し暑かった。変電グループに確認したところ、2 台しかないエアコンが故障中。

7) 所内電源は Nadzab S/S の 11kV を途中で 11/22kV に昇圧し 22kV で引き込んでいる。

8) 所内の非常電源用として 109kW の屋外 Package Type の DEG が設置されている。燃料タ

ンクは 1m3 で、ビニールホースのレベル計がついていたが中が見えないので、現在のレ

ベルを聞いたところ“０”との回答があった。

25. 現場写真

132kV 開閉所全景。左奥が Yonki からの引

込線、その右側が Taraka で手前が Hidden
Valley への引出し線。左の空き地が将来用

で 2-Bay 分の Space がある。

Hidden Valley 用引き出し。第１鉄塔の送電

線の相配列は、左側：R、右上：B、右下：

Y。

132kV 機器の操作制御盤 

Key-Interlock を採用している。 

132kV 保護継電器盤 

湿気が多いので、電子機器への悪影響が懸念

される。 
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バッテリー：名盤がないので仕様不明 

アルカリ・バッテリーとのこと。 

所内非常用発電機。 

109kW で 1m3の燃料タンクを装備している

が、タンクはカラ。 

―以上―

記載日：平成 25 年 12 月 2 記載者：伊東、瀬戸

Website: www.pngpower.com.pg 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年；11 月 20 日（水）11 時 00 分～11 時 40 分

関係先 ：Independent Consumer & Competition Commission (ICCC) 

場 所 ：ICCC, 1F 会議室   

出 席 者：（敬称略）

ICCC Mr. Jack Timi; Manager Energy 
Mr. Keith Hutchinson; Technical Adviser by Ausaid (Price Productivity Regulated Industries) 

JICA PNG 事務所： 伊藤所員

調査団：   伊東、瀬戸

26. 本調査の概要説明

 本調査の目的、基本方針等を説明後、意見交換・情報収集等を行った。主な内容は以下のと

おり。

27. 一般情報

14) CPI, 燃料価格、設備投資計画を基に、5 年ごとに PPL と電気料金システムについて契約を

行っている。契約には燃料費等の変動に伴う料金見直しを含んでおり、それに従って PPL
は電気料金の改定を行っている。

15) 最新の契約は 2013 年で 2 週間前にサインした。この後は 2018 年に契約更新となる。更新
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時には大口需要家などからパブリックコメントをもらっている。

16) ICCC は電力法の下、価格管理および品質（技術）管理も役割として与えられているが、Grid
Code などの技術的管理を行えるキャパシティはないので、PPL に委任している。しかし、

今後は DPE がその役割を担うことになる。

17) ICCC は下記 4 部門にライセンスを発給している。

a) 電力（PPL, Western Power）

b) 通信事業

c) 港湾サービス

d) 大規模鉱業

18) 電気料金は毎年 6.5% + 燃料費を考慮して新規料金を設定する予定。

28. 入手資料

1) Electricity Regulatory Contract ; 1st January, 2013 – 31th December, 2017 (Final) 

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 20 日 記載者：伊東、瀬戸

Website: WWW.iccc.gov.pg 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年；11 月 20 日（水）9 時 00 分～9 時 45 分

関係先 ：Independent Public Business Corporation (IPBC) 

場 所 ：IPBC; Pacific Place Building Level 11、Meeting Room  

出 席 者：（敬称略）

IPBC Ms. Fiona J. Nelson; Senior Portfolio Manager 
JICA PNG 事務所：伊藤所員

調査団：    伊東、瀬戸

29. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査がレイ地域の配電網を対象としている事等を説

明後、意見交換・情報収集等を行った。主な内容は以下のとおり。

30. 一般情報
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10) 本調査に関わる MM には Sign を行うことを了解された。

11) IPBC は PPL の㈱を 100%所有、その他にも Air Niugini, DataCo PNG, Eda Ranu, Motor Vehicle 
Insurance, National Development Bank, PNG Ports Corp., Post PNG, Telikom PNG, Water PNG 新
たに設立された National Petroleum Co. の株を 100%、そして Bemobile の株を 85%所有して

いる。

12) PPL はレイ地域において下記 3 社と IPP 契約を結んでいる。

a) Wafi Mining 

b) Hamata Mining 

c) Hidden Valley Mining 

13) 電化率については、2030 年に 70%を目標としているが、現時点では 12%である。

14) Annual Report は Confidential なので配布できない。

15) Website は来年には立ち上げる予定である。

16) Ramu-2 HPP(2x120MW)の FS は 2014 年終了予定で UK の PERSONS に委託し実施している、

EIA も実施中であり、Final Report は 2015 年になると考えられる。また、開発主体について

は全くの白紙状態である。

31. 入手資料

下記情報を写真撮影した。

Lae Area の Mining 位置図 Organization Chart 

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 20 日 記載者：伊東、瀬戸
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Website: Not Available 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年；11 月 25 日（月）13 時 30 分～14 時 30 分

関係先 ：Lae Chamber of Commerce Inc. (LCCI) 

場 所 ：Mr. Alan Mclay の執務室

：（敬称略）

LCCI Mr.Alan Mclay; President 
PPL Mr. Mairawesi Pulayasi; Distribution Planning Engineer (POM) 

Mr. Andrew Yuants; Network Planning Engineer (POM) 
Mr. Ronnie Kopi; Asset & Distribution Manager (LBO) 
Mr. Levi Yalu; Distribution Engineer (Mosase) 

JICA PNG 事務所：中川企画調査員

調査団：   伊東、瀬戸

32. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査の目的を説明しスケージュールを配布後、意見

交換・情報収集等を行った。主な内容は以下のとおり。

33. 一般情報

1) 大小 275 の企業が加入している。主なテリトリーは Morobe 州である。

2) 一般情報はホームページを参照して欲しいとの話があった。

3) 主な大電力消費企業として下記が挙げられる

a) Gold mines（Hidden Valley and Wafi）

b) Fish Cannery, Majestic Sea Food Company （現在、約 2,000 名の従業員で、将来 7,500 人増

える予定）。Tuna を取り扱っている。

c) ADB の Lae Port 開発事業に併せて Cargo 会社など多くの企業が PNG 進出を計画してい

る。なお、New Lae Port は 2014 年末に完成の見込みである。

4) 現在の Nadzab 空港は国内線専用であるが、オーストラリアのケアンズへの国際線乗り入れ

が検討されている。

5) 商工会議所の職員数は、3 名であるが、5 名に増強したいと考えている。

6) 商工会議所の法人会員に対しアンケート調査等を行う場合には協力できるので相談してほ

しい、アンケートは商工会議所 HP に掲載することもできるとの話があった。

34. 入手資料
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1) Weekly News Updated; Vol. 48-13 (29 November 2013) 

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 25 記載者：伊東、瀬戸

Website: www.lcci.org.pg 
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現地視察報告書 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年: 第 1 回；11 月 26 日（火）8 時 00 分～9 時 45 分

         第 2 回；11 月 28 日～12 月 6 日

関係先 ：PPL-LBO

場 所 ：Milford Power Station (P/S) 

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Albert Nanako; Acting Regional Manager (Momase+Highlands) 
Mr. Mairawesi Pulayasi; Distribution Planning Engineer (POM) 
Mr. Andrew Yuants; Network Planning Engineer (POM) 
Mr. Ronnie Kopi; Asset & Distribution Manager (LBO) 
Mr. Levi Yalu; Distribution Engineer (Momase) 
Mr. Stanley Gogorea: Power Station Leader (Milford and Taraka) 
Mr. Gordon Sulei; Electrician 
Mr. Jimmy S. Mupangke; Metwork Operations 
Mr. Saui Ilam, Team Leader Operation (Rabaul) 

JICA PNG 事務所：中川企画調査員

調査団：   伊東、瀬戸

35. 変電所の概要

9) 運用開始は 1988 年で、敷地内には発電機建屋が有り、発電所と変電所間はフェンス等の仕切が

なく、ここは発電所図と言える。

10) 発電設備は屋内型が 11台、屋外型が 1 台の合計 12台で、現在運用可能な発電機は定格出力 3.3MW
（現有出力 2MW）の 4 と 5 号機、3.3(2.5)MW の 6 号機及び発電所の非常用電源設備で屋外型

1.4(1)MW の 12 号機の 4 台である。その内、2 台は 0.56MW で低中での運転をしていたが、12 月

1 日現在復旧し、現有出力が 2MW に復旧した。
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11) 運転していない発電機は運転可能な発電設備へのスペアパーツの供給源(Cannibalization)となっ

ている。

12) 変電所には、2 台の 66/11 kVA 変圧器があり、1 台は中国 QRE 製で 2007 年 5 月製造、もう一台は

韓国 Hyundai 製で 1988 年 1 月製造。

13) 66kV の Taraka 変電所からの引き込み線には遮断器が設置されていない。

36. 一般情報

7) 制御監視室または、所長室に単線結線図がなく、発電所の全体配置図はあるが非常に古いもので

あった。

8) 単線結線図を入手したが、多少修正点があるとのことで、後日メールしてもらうこととしたが、

修正が間に合わなかったとのことで入手できなかった。

37. 技術情報

1) 11kV SWGR は 3 組あるが、使用されているのは 2 組で、これらの保護リレーは正常に働いてい

ない。

2) 毎日 30 分毎に記録した A, V, W, Whr, F, 変圧器タップ及び事故記録を入手したが、A, V, F は測定

値で、電力及び電力量は A と V を基に計算した値である。又、事故記録は、どの保護継電器が

動作したのかわからない。警報もランプ切れなどが多くある。

38. 入手資料

1) Daily Feeder Load Readings at Milford (3. Dec. 2013) 

2) Milford, Taraka Maintenance Plan (2013) 

3) Organization Chart for Generation Team Lae 

4) Monthly Report of Generation Team (Sep. Oct. & Nov. 2013) 

5) Monthly Report of Taraka (Sep. and Nov. 2013) 

39. 現場写真
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3.3MW DEG（6 号機～11 号機）、現有出力は

2.5MW で運転しているのは 6 号機のみ

Milford 発電所の全体配置図

中央の発電機建屋の左側に変電所があるが、記載

されていない。

No.1 昇圧用変圧器、6.6/11kV、20MVA 750kVA 所内変圧器と接地用変圧器（右端）

No. 1, 66/11kV 25/30MVA 降圧用変圧器 監視制御室

盤面の Mimic で Orange 色は 11kV 系統を表す。

―以上―
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記載日：平成 25 年 12 月 6 記載者：伊東、瀬戸

Website: www.pngpower.com.pg 

現地視察報告書 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年 12 月 2 日（月）8 時 00 分～10 時 00 分

関係先 ：PPL-LBO

場 所 ：Nadzab 66/11kV S/S 

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Gordon Sulei; Electrician 
JICA 調査団： 瀬戸

40. Nadzab 66/11kV 変電所の概要

8) 当該変電所は、Taraka 発電所から 66kV 送電で約 34km のところに位置した無人変電所で、

66kV から 11kV に降圧し、Auto-Regulator を通して、国内空港及び近くの村落への電源供

給を担っている。

9) 所内には 2 台の変圧器があるが１台は使用不可の状態である。変圧器の仕様は、1MVA, 
66/11kV, %Z=7.58, Yyo。Regulator は、1MVA±15%Tap で 1976 年製造。空港へはここから

電源供給されている。

10) 変電所所内動力は、Taraka 変電所から 11kV で引き込まれている。変電所内には、計測装

置、保護継電器等はない。

41. 現場写真

Nadzab 66/11kV 変電所機器配置

左に Tr.で右端が Auto-Regulator 

Auto-Regulator, 1MVA, ±15%Tap 
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No. 1 Tr. 保護装置がない。 変電所から約 200m のところのブランチ。

左が空港、右が村落への電力供給。

―以上―

記載日：平成 25 年 12 月 2 日 記載者：瀬戸

Website: www.pngpower.com.pg 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年； 第 1 回：11 月 25 日（月）8 時 00 分～10 時 15 分

第 2 回：11 月 28 日～12 月 6 日

関係先 ：Papua New Guinea Power Limited (PPL) Lae Branch Office (LBO) 

場 所 ：PPL Lae Branch Office;2F-会議室

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Mairawesi Pulayasi; Distribution Planning Engineer (POM) 
Mr. Andrew Yuants; Network Planning Engineer (POM) 
Mr. Albert Nanako; Acting Regional Manager, New Guinea Mainland (Momase+Highlands) 
Mr. Ronnie Kopi; Asset & Distribution Manager (LBO) 
Mr. Levi Yalu; Distribution Engineer (Momase) 

JICA PNG 事務所：中川企画調査員

調査団：   伊東、瀬戸

42. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査の目的及び概略行程を説明後、意見交換・情報収

集等を行った。主な内容は以下のとおり。
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43. 一般情報

9) Branch Office の概要；

a) 設立は 1980 年で、現在、support を含め約 120 名で、約 40 名が Branch Office に勤務して

いる。

b) 管轄範囲内の主な設備は、Taraka と Milford の 2 発電所、 Taraka, Milford, Nazdab, Hamata1, 
Baiune 変電所と Erap 開閉所である？

c) Internet が使用できる。

10) 計画に必要な、System Design Criteria, Demand Forecast 等は POM の事務所から入手して欲し

いとのこと。従って、Monthly/Annual Report 等は、渡すことができないとのこと。

11) Tariff Collection Rate について、問い合わせたところ、意味が良く理解できない様子であった。

12) 電気料金の未払顧客への対応は、一般顧客は、Notice 提出後、2 週間経っても支払いがない

ときは、供給を Stop する。他の大口需要家はもう少し長い猶予期間を適用するとのこと。

13) Lae の Security 会社としては、Kuima Security, Executive Security Service, Night Owl Security 
Service 等数社ある。Guard Dog は Costly であるとのこと。

14) マスタープラン調査団に対し、執務室、車、セキュリティサービス、インターネット、プリ

ンター、FAX、フルタイムカウンターパートを提供することができるとの回答を得た。他方、

宿舎については JICA 側負担となるよう要望があった。

15) PPL-LBO は、朝八時になってもほとんど人が来ていない。ひどい時は、Ronnie さんと私だけ

の時もあった。

44. 技術関係

1) Pilot Project として、なにか要望があれば申し出て欲しい旨説明したところ、地中配電線およ

び配電自動化システムの導入を検討及び O&M に係る技術移転をしてもらいたい旨、話があ

った。

2) 設備台帳については、配電用変圧器について作成中のものを入手した。尚、これを基に予備

的なリスト (Milford & Taraka 11kV Feeders)を作成し、今後調査すべき項目などについて

Advice した。

3) Mr. A. Nanako は、円借に係る L/A を持っておらず、技術的な内容さえも知らなかった。POM
の HQ からは何の情報もこないとのことであったので、取り寄せて、事前に Study するよう

助言した。

4) 11kV Feeder における Harmonics の調査記録があったので見せてもらった。一時的に合成高調

波が 50%を超えているところがあった。これを説明したところ、配電チームの長が、なぜし

ばしば、11kV Capacitor 用のフューズが切れるのかわかったと言っていた。今後は、各フィ

ーダの高調波を測定し、必要あれば顧客に対策を求めるとのことであった。



パプアニューギニア国レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査報告書 

5) 要望調査をしたところ、O&M Staff の充実を図りたいとのこと。対象は、架空及び 11kV ケ

ーブル配電線路および配電用変圧器。

6) Color Coding を聞いたところ下表とのことであったが、最終的に POM-HQ で確認するよう話

があった。

Voltage
[kV]

1 132 Red 6
2 66 Brawn 5
3 33 Blue 4
4 22 3
5 11 Orange 2
6 6.6 Purple
7 0.4 1

Color LevelNo.

45. 入手資料

1) Data Base Lae Distribution Network 1 

2) Lae Organizational Structure 

3) Ramu Grid Daily Status: 05-12-2013 

4) Ramu Daily Power System Generation: 04-12-2013 

46. 現場写真

PPL の Lae 支社 12 月 4 日からクリスマスの飾り付が開始さ

れた。

―以上―

記載日：平成 25 年 12 月 6 記載者：伊東、瀬戸
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Website: www.pngpower.com.pg 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年：11 月 29 日（金）8 時 30 分～9 時 30 分

関係先 ：Papua New Guinea Power Limited (PPL) Madang Branch Office (MBO) 

場 所 ：PPL Madang Branch Office; 2F-Mr. IOERA Office 

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Andrew Yuants; Network Planning Engineer (POM) 
Mr. Levi Yalu; Mosase Distribution Engineer (LBO) 
Mr. Ioera Jack; Asset Manager Madang (MBO) 
Mr. Martine; Generation Team Manager (MBO) 
Mr. Josephat; Distribution Team Manager (MBO) 

JICA 調査団： 伊東

47. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査の目的及び概略行程を説明後、意見交換・情報

収集等を行った。主な内容は以下のとおり。

48. 一般情報

16) Branch Office の概要；

d) 設立は 1976 年で、現在、組織図を更新中でありポストは記載されているが、具体的な

名前がまだ埋まっていない。また、Mr. Ioera も着任して間もないことから、半分以上の

職員の顔と名前を把握していないとのことである。

e) 管轄範囲内の主な設備は、Madang 発電所と Meiro 変電所である。

17) Madang 市の北約 20 ㎞に新しく商業地区（町）が建設中であり、20MW の電力需要が見込ま

れているとのこと。

49. 技術情報

1) 現在の Madang の最大電力需要は 8.5MW であるが、発電設備容量は 6MW であり、Yonki &
Ramu 1 水力発電所からの供給に依存しているため、水力発電所がトリップすると Madang
系統は Brown out または、Black out する。

2) また、Madang 発電所設備は非常に古いため、スペアパーツは手に入らない状況である。

3) したがって、上記将来需要の伸びも考慮すると Madang の電力システムの喫緊の課題は発電

設備開発であり、本格調査では、電源計画を検討してもらいたいとの意向が示された。

4) マダン系統の単線結線図を要求したが、レイ支所で保有管理しているとのことで受領できな
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かった。Mr. Levi が 2011 年のラム系統全体の単線結線図を所有（CAD）していたので、ソ

フトコピー（PDF）を受領したが以前入手したものと同じであった。

5) Madang 発電所には 12 台の発電設備があるが、運転可能な発電機は 7, 8, 9 及び 12 号機で、

現有出力は合計 3.6MW となっている。

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 29 日 記載者：伊東

Website: www.pngpower.com.pg 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年； 第 1 回：11 月 19 日（火）9 時 00 分～11 時 15 分
第 2 回：11 月 20 日（水）13 時 30 分～14 時 15 分
第 3 回：11 月 22 日（金）9 時～10 時 30 分及び 1 時～3 時
第４回：12 月 9 日（月）10 時 30 分～12 時 30 分

関係先 ：Papua New Guinea Power Limited (PPL) at Port Moresby (POM) 

場 所 ：PPL Head Office, 2F; 打ち合わせ机

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Chris Bais; Director, Strategic Planning & Business Development 
Mr. Francis Uratun; Manager, Strategic Infrastructure Planning 
Mr. Mairawesi Pulayasi; Distribution Planning Engineer 
Mr. Andrew Yuants; Network Planning Engineer 
Mr. Gabriel Pilat; Transmission Planning Engineer 
Mr. David Jonah; Team Leader, System Control – POM 
Ms. Dianah Lolo; Environment Officer 
Mr. Martin Emanuelsson; Advisor, Managing Director 

JICA PNG 事務所： 伊藤所員、中川企画調査員

調査団：   伊東、瀬戸

50. 本調査の概要説明

 インセプション・レポートを配布し、本調査の目的、基本方針及び概略行程を説明後、意見
交換・情報収集等を行った。主な内容は以下のとおり。

51. 一般情報

18) 本調査の窓口は、Mr. Francis で不在時は、Mr. Chris とし、C/P として MR. Mairawesi もアサ
インする。

19) PPL の Strategic Planning Business Development は現在、3 件の IPP 案件と WB、ADB 対応で
忙しい。

20) IPBC が PPL の株 100%を所有している。

21) プルラリ川の水力 1,800MW は現在、Pre FS の段階で、IPBC の管轄であるが、開発者が誰に
なるか（IPP, PPP）は未定である。

22) PPL 本部の 1 階にある SCADA ルームを視察。設置は 10 年以上前で、同様のシステムがレ
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イ市の Milford S/S にもあり、ラム系統の運用実績は毎日メールで POM に送られてくるとの
こと。現地調査で Taraka S/S にあることが判明したが現在調整中で使用不可。

23) 本体プロジェクト実施中の中 CP のフルタイムアサインについてもプロジェクトの内容があ
る程度固まった後、12/9 の週にお伝えする。

24) Yonki Toe of Dam 発電所（2x9MW）は、2013 年 10 月に運用を開始した。エンジニアリング
は日本工営で、機器は中国製。現在 2 機とも出力は約 6MW（約 60%)である。これは水圧鉄
管の不具合によるものであるとのこと。現地調査で、サージタンクがなく、かつ、設計資料
が一切ないので、安全を見て全体で 6MW（約 30%）で運用しているとのこと。

25) 現在、PPL は 2013～2027 年の Power Development Plan 15 ヵ年計画の策定中で、12 月中には
Draft ができる予定。尚、同計画は 2 年毎に見直している。

26) 132kV, Hidden Valley 変電所は 2012 年 3 月 11 日運開。

27) 環境部門のスタッフは 2 名いる。Strategic Planning and Business Development 部でも配備する
よう準備している。

28) 2013 年１月に Niugini Asset Management Ltd.が、40MW（Wartsila 製の DEG、2 重焚
(HFO/Biofuel)）を BOOT で Lae に建設する計画を表明。MOU は既に Sign 済み。

52. 技術関係

9) Lae における C/P については、下記 2 名がアサインされた。

a) Mr. Mairawesi Pulayasi (11 月 27 日まで同行)

b) Mr. Andrew Yuants（Madang まで同行）

10) プロジェクト成果の確認

PPL はレイ地域の配電網開発マスタープランの策定と PPL の技術力の向上の 2 項目をアウ
トプットとしているが、MP の策定に主体性を置いて進めることで合意を得た。

11) Ramu System Master Plan Study 

PPL の予算でアルストン（オーストラリアに事務所があるコンサル会社）に委託し、将来
のラム系統の系統安定（IPP 等の新規電源の投入の影響）を検討する予定。今月より開始さ
れ、May 2014 に終了予定。需要想定等の共通情報についてはシェアすることとし、再来週
コンサルタントが POM に来る予定なので、12月 3, 4日あたりに会合を行い、Inception Report
等を確認することとした。しかし、12 月 9 日現在、現地入りしていないとの事。

12) 系統図について

昨年、CAD Operator が亡くなり、最新版に修正できない状態となっている。しかし、Lae
では一部の修正図面を入手できた。

13) Lae Area の範囲について

先方要請書では、Milford, Baiune 及び Nadzab 変電所が破線の外側に位置しているが、これ
らも Lae Area に含まれる事を要請書作成者の Mr. Francis に確認した。尚、Mongi 水力発電
については現在 Pre-FS 中であるので、考慮しなくて良いこととなった。

14) Morobe Province における IPP

現在は、Hidden Valley Gold Mine（10MW）のみと締結しており、PPA も交わしている。尚、
Wafi 及び Yandarak, Ramu Nico については Agreement も交わされていない。

15) 本格プロジェクトでの環境調査（SEA, IEE）の再委託先として可能性の高いローカルコン
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サルタント数社のコンタクト先をメールで教えてもらうことにした。

16) R/D 及び M/M に係る事前打ち合わせを行った。R/D の項目 II-4.(1): Study on Power 
Development Master Plan については DPE と打ち合わせて決めて欲しい旨要請があった。尚、
PPL としては、Taraka と Milford の 11kV フィーダに係る配電網の改善を実施し、Revenue
の改善に役立つものを実施したい旨の説明があった。

17) Hidden Vallay 変電所は 2012 年 3 月 11 日に運用を開始した。

18) Milford 及び Taraka の発電設備は、市街地にあり、かつ、環境上よくないので、約 7km 東の
Singaua への移設を検討している。

53. 入手資料

6) Ramu Transmission System Operating Diagram (Rev. C, 24/08/2011) 

7) Ramu Zone Substation, Switchyard Single Line Diagram 

8) Generation Development Plan 2011-2025 (Ver. 3) 

9) High Level Transmission and Distribution Infrastructure Development Plan 2011 to 2025 

10) Erap 132kV Substation; Single Line Diagram (Preliminary) (RES-ERAP-P49/08-SW003, Rev. 00 

11) System Operations, Monthly Report September 2013 

12) Ramu System - Morobe and Madang Provinces（発電所、変電所ロケーションマップ）

13) Generated Energy from Jan. to Oct. 2013 

14) Lae Load from 11 to 17 Nov. 2013 

15) Transmission Line Route in Lae 

16) Lae Distribution Network 

17) Ramu System Outage; Jan. to Dec. 2012 

18) Distribution Design Manual; May 1988 

19) System Operations Monthly Report; September Draft 2013 

20) Ramu/Yonki System Operating Diagram 

21) Tariff 2013 

22) Joint Report on Electricity Load Forecasts for Lae Morobe Province 2013 to 2020 

23) SMD Structure wrt EU (Environment Unit) 

24) 2013 Demand Forecast-Updated 

25) Organizational Structure of Strategic Planning and Business Development Section 

26) 2012 Dem-forecast adjusted template 

27) Lae Outage (Jan. to Sep. 2012) 

28) Max. Demand in Megga Watta (MW): 2012 to Oct. 2013 

―以上―

記載日：平成 25 年 12 月 9 日 記載者：伊東、瀬戸
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Website: www.pngpower.com.pg 

現地視察報告書 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年；第１回：11 月 26 日（火）10 時 45 分～12 時 00 分

         第２回：11 月 28 日～12 月 6 日

関係先 ：PPL-LBO

場 所 ：Taraka Substation (S/S) 

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Mairawesi Pulayasi; Distribution Planning Engineer (POM) 
Mr. Andrew Yuants; Network Planning Engineer (POM) 
Mr. Albert Nanako; Acting Regional Manager, New Guiner Mainland (Momase+HighLands) 
Mr. Ronnie Kopi; Asset & Distribution Manager (LBO) 
Mr. Levi Yalu; Distribution Engineer (Momase) 
Mr. Clement Ravini; Substation Manager, (Ramu) 
Mr. Semu Mayang; Substation Maintenance Engineer 
Mr. Terry W. Naipu; Assistant Substation Maintenance Engineer 

JICA PNG 事務所：中川企画調査員

調査団：   伊東、瀬戸

54. 変電所の概要

14) 敷地内には移動式の発電機 1.4MW（現有出力 1.2MW)x8 台が変電所の一角に仮置きされ

ており、昼間の Peak Cut 用として運用されている。6 号機は火災で使用不可となった。

15) 変電所の一角にある建屋内に、SCADA が設置されており、現在 Erap と Hidden Valley 変

電所が監視できるよう調整中である。

16) 2012 年に 10MVA の力率改善用設備(Static Var Generator: SVG)が設置され運用されている。

調査時の力率は 0.88 前後であった。(PPL の資料に記載されている「STATCOM」はメーカ

ー名)。現在 8MVar で運用している。

17) 132/11kV の変圧器が 2 台（Crompton Greave 製、2000 年）と 132/66kV が 2 台（1 台は ABB
製(1993 年)、1 台は Hundai 製(1982)）の 4 台が降圧用変圧器として設置されている。

55. 一般情報

1) Taraka 地区に大きな工業団地が建設中であり、その一角にはスナック工業が操業中であっ

た。

2) 変電所の保守作業は、4 名で 9 か所の変電所を担当している。従って、これらの変電所に

常駐することはない。毎日走り回っているので、なかなか捕まらない。

3) 当該変電所で事故が発生した場合には、発電担当者が、上記変電所保守作業員に連絡し対
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応している。

4) 変電所のシーケンシャル検査は別途検査員(4 名)が実施するとのことであった。

5) Taraka 変電所には新規 132kV 送電線が引き込まれるが、用地確保、機器配置等は全てコ

ンサルタントに任せるということであった。

6) 132kV 送電線には既に OPGW が敷設され、S/S 内に引き込まれている。

7) 132kV ジャンパー線は、132kV 新設線敷設時に取り除かれることで考えているとのこと。

56. 入手資料

6) Data Base Lae Distribution Network 

7) Lae Milford Zone Substation; 11kV system Diagram (SOB122, B1, 2 of 2) 

57. 現場写真

SCADA: Erap 変電所の 132kV 系統 Static Var Generator. 10MVA, 10kV 

力率は 0.85 前後で運用している。
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66kV 系統の監視制御盤

天井板が外れたまま。

バッテリー。

横向きに設置されていた。

DEG。右端が一号機、6 号機はラジエータの

み残っている。

DEG の一号機内に監視用モニターが設置さ

れている。

―以上―

記載日：平成 25 年 12 月 6 記載者：伊東、瀬戸

Website: www.pngpower.com.pg 

現地視察報告書 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年 11 月 27 日（水）10 時 00 分～14 時 00 分

関係先 ：PPL-Yonki Office, Ramu 1 HPP, Yonki Toe of Dam HPP (YTOD) 
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場 所 ：YTOD, Ramu 1 Control Center 

出 席 者：（敬称略）

PPL Mr. Mairawesi Pulayasi; Distribution Planning Engineer (POM) 
Mr. Andrew Yuants; Network Planning Engineer (POM) 
Mr. Awa Aporo; Senior Asset Manager – Highlands PPL YONKI 
Mr. Bang Gualin; Deputy Manager of Ramu 1 HPP 
Mr. Akio Katayama; Project Manager of YTOD 
Mr. Arnold Sorea; Deputy Project Manager of YTOD 

JICA PNG 事務所：中川企画調査員

調査団：   伊東、瀬戸

58. YTOD, Ramu 1 水力発電所の概要

18) YTOD, Ramu1, Ramu2 水力発電所は Yonki ダムを最上流に有するカスケードタイプであり、

各発電所の諸元は以下のとおりである。

 Yonki Reservoir: FSL=1258m, MOL=1239m, 総貯水容量= 340MCM、有効貯水容量=約
200MCM, 発電放流量＝30m3/s

 YTOD HPP; 9MW×2 台=18MW、有効落差=50m、使用水量=30m3/s、導水管延長=700m

 Ramu 1 HPP; 15MW×5 台=75MW、有効落差=200m、Head Type（取水ダム直下に地下発

電所を設け発電するタイプ）

 Ramu 2 HPP 計画; 240MW、有効落差＝500m 

19) YTOD 発電所は 2013 年 11 月に運転を開始したが、中国 EPC 会社の設計ミスにより、サー

ジタンクがないため負荷遮断時ランナースピードが許容値を超える構造となっている。そ

のため、現在サージタンク設置工事を行っており、それが完成する 2015 年 6 月（契約）ま

では、許容値以内にするため 6MW/18MW の低出力運転を実施している。

20) Ramu 1 発電所は放水路トンネルの容量が足りず（理由は不明）、最大出力 45MW で運転し

ている。また、元々、1 台はスペアユニットとして設置されたもののようである。

21) 12 月～4 月（雨季）は Yonki ダムから無効放流されている。

22) また、ダムへの流入量データが無く、水資源管理が全くなされていないとのことである。

59. Ramu 系統指令所の概要

8) Ramu 1 水力発電所建屋 2 階に制御室があり、系統全体のパネル図があるが、指示計等は壊

れているか未調整となっていて、ほとんど使われていない。

9) SCADA が今年 9 月に設置されたが、まだ 4 号機の発電設備しかコントロールできない状況

で、現在、5 号機を改修中で、それが終了後、1, 2 及び 3 号機の改修を行う予定。実際には

一人のシステムオペレーターが電話で各発電所運転員に指示を出しているとのことであっ

た。なお、現在発電設備はオーストリアの ANDRITZ Hydro 社により改修工事が行われてお
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り、改修が完了した設備から SCADA が順次導入される仕組みとなっている。

10) 各発電所、変電所の 30 分ごとの運用実績データは手書きのシートに書き落とされ、それを

基に、月報を作成し、POM の HQ に報告している状況であった。

60. 入手資料

8) Monthly Ram System Operation Report (Jan.-Oct. 2013) (Soft copy) 

61. 現場写真

Yonki Dam Yonki TOD 発電所建屋内

YTOD 発電建屋の全景 YTOD2 号機の運転状況
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YTOD 水車（フランシス） Ramu 1 取水ダム

Ramu 1 発電所 コントロールパネル

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 26 記載者：伊東、瀬戸

Website: www.pngpower.com.pg 

面 談 記 録 

件  名：パプアニューギニア独立国 

レイ地域電力開発マスタープラン策定プロジェクト詳細計画策定調査 

開催日時：2013 年；11 月 25 日（月）15 時 00 分～16 時 15 分

関係先 ：太平洋セメント in Lae City 

場 所 ：太平洋セメント；工藤氏の執務室

出 席 者：（敬称略）

太平洋

セメント

Mr. Watanabe: President 
Mr. Kazuki Kudo; Deputy Managing Director 

PPL Mr. Mairawesi Pulayasi; Distribution Planning Engineer (POM) 
Mr. Andrew Yuants; Network Planning Engineer (POM) 
Mr. Ronnie Kopi; Asset & Distribution Manager (LBO) 
Mr. Levi Yalu; Momase Distribution Engineer (LBO) 

JICA PNG 事務所：中川企画調査員

調査団：   伊東、瀬戸

62. 本調査の概要説明

 本調査の目的等を説明後、意見交換・情報収集等を行った。主な内容は以下のとおり。

63. 一般情報
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29) セメント工場は、24 時間の連続運転が基本である。現在 PPL との契約電力 4MW、実最大使

用電力 3MW であるが、安定した供給が得られず顧客からクレームが来ている。参考までに

2009 年から 2013 年 10 月までの、停電回数と停電時間、受電不安定（ミルがストップする

電圧）回数と不安定時間の記録を提供してもらった。

30) 従業員は、約 140 名、年間約 20 万トンの生産能力があるが、電力供給事情で、16 万トン（8
割）にも達していない。セメントの国内需要が年々伸びており、2013 年は 16 万トン以上を

生産する予定である。

31) 国内のセメント需要が堅調に伸びていることから、電力供給が安定すれば、もう 1 台ミルを

増設し、契約電力を 7MW に増やしたいと考えている。

32) 最大モータ容量は 1.25MW で直入れ始動。自家発電設備は 400kVA の DEG。

33) 訪問時、11kV の引き込み盤で火災事故が発生した。太平洋セメント工場長の話によると、

原因は下記と考えられるとの事。

(ア)盤内設置の避雷器の側面が放電していたので、PPL に「引き込み用断路器」を開閉する

よう依頼したが、

(イ)1427: Milford の 11kV SWGR が Trip した。これを、太平洋セメントの関係者は開閉器が

Open となったのと勘違いして、避雷器の側面の清掃作業を開始した。

(ウ)たまたま、作業していない時に、Milford の 11kV SWGR が復旧し架電され、避雷器に

ぶら下げてあったと思われる布で短絡事故になり、再度、1457: 太平洋セメントに電力

供給している Feeder-1 が短絡事故で Trip した。

以上より、一歩間違えると、悲惨な人身事故になりかねなかった。

64. 添付資料

29) Questionnaire の回答

30) 会社概要

31) NG Power Access to Electricity Case of 2009 to 2013 year view 

―以上―

記載日：平成 25 年 11 月 25 記載者：伊東、瀬戸

Website: www.pngtaiheiyo.com.pg 
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2009～2013年度 受電状況 まとめ(PNG Power access to electricity case of 2009　to　2013year view)

year 2013year 2012year 2011year 2010year 2009year
Month 発生回数(number of occurrences) 停電・受電不安定時間（hr） 発生回数(number of occurrences) 停電・受電不安定時間（hr） 発生回数(number of occurrences) 停電・受電不安定時間（hr） 発生回数(number of occurrences) 停電・受電不安定時間（hr） 発生回数(number of occurrences) 停電・受電不安定時間（hr）

Power
Black
Out

Unstable
Power

Power
Black
Out

Unstable
Power

Power
Black
Out

Unstable
Power

Power
Black
Out

Unstable
Power

Power
Black
Out

Unstable
Power

Power
Black
Out

Unstable
Power

Power
Black
Out

Unstable
Power

Power
Black
Out

Unstable
Power

Power
Black
Out

Unstable
Power

Power
Black
Out

Unstable
Power

JAN 10 17 58 122 14 18 108 154 12 10 74 80 14 13 47.7 105.8 - - 19.7 74.9

FEB 7 17 41 118 7 6 58 38 7 8 22 34 3 5 10.6 15.1 - - 33.8 53.5

MAR 4 0 20 0 3 7 26 48 6 4 28 20 9 11 31.7 129.2 - - 34 66

APR 8 6 40 42 4 4 18 32 7 5 66 26 12 12 81.1 82.4 - - 30 62.9

MAY 4 5 24 40 12 14 82 84 2 4 18 24 5 3 16 8.6 - - 60.4 103.3

JUN 7 2 30 18 5 2 54 10 3 4 36 22 7 1 32.8 5.6 - - 28.1 51.3

JUL 6 10 28 73 13 16 86 66 2 6 11 44 5 4 12.7 16.1 - - 35.6 45.7

AUG 13 13 72 103 23 14 122 70 2 1 6 12 6 4 16 14.8 - - 56.9 203.7

SEP 5 3 16 9.6 16 12 102 64 9 13 58 88 2 4 3.5 7.5 - - 11 105.5

OCT 8 10 38.1 71.6 17 15 82 90 10 7 108 70 6 7 14.4 27.4 - - 36.6 76.7

NOV 14 17 56 100 4 11 30 134 2 8 11 45.6 - - 62.7 161.2

DEC 10 11 89.2 73.3 8 3 58 22 6 6 42 21.2 - - 32.3 48.1

合計 72 83 367.9 596.8 138 136 883.2 829.3 72 76 515 576 77 78 319.5 479.3 - - 441.1 1052.8

備考 3月石膏在庫切れのため、19日間運転出来ずそのため停電回数と時間が見掛け上減少した ・２０１２年８月～１０月の停電回数が他年度と比較して、多い。　原因は？PNGﾊﾟﾜｰ社情報確認
6月クリンカ切れで20日間運転出来ずそのため停電回数と時間が見掛け上減少した 降雨量が多く、ラム水力発電所の水量調整弁の機械式ガバナトラブル多発が主原因。

Power Black Out 停電発生回数　(回） 　　　　　　　　Unstable Power　受電不安定発生回数　（回） ・停電発生原因、受電不安定発生原因。PNGTC社情報まとめ。

Power Black Out 停電時間　（ｈｒ） 　　　　　　　　Unstable Power　受電不安定時間　（ｈｒ）

JAN FEB MAR APR MAY JUN JUL AUG SEP OCT NOV DEC
2013year 10 7 4 8 4 7 6 13 5 8
2012year 14 7 3 4 12 5 13 23 16 17 14 10
2011year 12 7 6 7 2 3 2 2 9 10 4 8
2010year 14 3 9 12 5 7 5 6 2 6 2 6
2009year 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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2012year 108 58 26 18 82 54 86 122 102 82 56 89.2
2011year 74 22 28 66 18 36 11 6 58 108 30 58
2010year 47.7 10.6 31.7 81.1 16 32.8 12.7 16 3.5 14.4 11 42
2009year 19.7 33.8 34 30 60.4 28.1 35.6 56.9 11 36.6 62.7 32.3
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2010year 105.8 15.1 129.2 82.4 8.6 5.6 16.1 14.8 7.5 27.4 45.6 21.2
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4.  収集資料リスト
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